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連絡先
松浦美由　mmatsuura@u-gifu-ms.ac.jp

要　　　　　旨

【目的】本邦で実践されている未就学児への性教育に関する研究の動向を整理し，今後の研究課題を見出し，効果

的な教育内容の検討や包括的性教育に有用な基礎的資料を提供する。

【方法】₂₀₁₃年～₂₀₂₃年医学中央雑誌に発表された，未就学児への性教育に関する₆₉件の文献のうち，対象文献の

選定基準にあった原著論文₁₁件について文献検討を行った。

【結果】性教育の内容は，「子どもの体」「セクシュアリティ」「死生観」に関する ₃つのカテゴリーが生成された。

【考察】未就学児における性教育は，子どもの体やセクシュアリティ，死生観の内容が主であり，保護者から教育

を受ける場面が多いことが明らかとなった。個人の人権を守ることや，人権の概念，多様化する家族の形態に対

応できる性教育，コミュニケーションスキルやメディアリテラシーの教育内容についてさらなる検討を行うこと，

医療者，家庭，保育現場との連携をさらに強化し，包括的性教育を実践することが求められることが示唆された。

Key words：未就学児，幼児，性教育，研究動向

Abstract

Objective: To summarize the trends in research on sex education for preschool children practiced in Japan, identify 

future research topics, and provide basic data that will aid in examining effective educational content and 

comprehensive sex education.

Methods: A literature review was conducted on original articles on sex education for preschool children published in 

the Central Journal of Medicine from ₂₀₁₃ to ₂₀₂₃. Overall, ₆₉ papers were identified, and ₁₁ of these met the 

selection criteria and were included in the analysis.

Results: Three categories of sex education content were generated, relating to “children＇s bodies,” “sexuality,” and 

“views on life and death.” 
Discussion: Sex education in preschool children is mainly concerned with children＇s bodies, sexuality, and views of 

life and death, and it is clear that children receive such education from their parents in many situations. The results 

suggest that further consideration should be given to the protection of individual human rights, the concept of human 

rights, sex education in the context of diverse family forms, and the content of education on communication skills 

and media literacy. Moreover, it is indicated that comprehensive sex education should be practiced by further 
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Ⅰ．序論

　近年，包括的性教育が国内外で注目されてい
る₁）。国際セクシュアリティ教育ガイダンスによ
ると，包括的性教育とは「セクシュアリティの認
知的，感情的，身体的，社会的側面についての，
カリキュラムをベースにした教育と学習のプロセ
ス」と定義されている₂）。包括的性教育の概念は，
「人間関係」，「価値観・人権・文化・セクシュア
リティ」，「ジェンダーの理解」，「暴力と安全確保」，
「健康とウェルビーイング」，「人間のからだと発
達」，「セクシュアリティと性的行動」，「生と生殖
に関する健康」から構成され， ₅歳から₁₈歳まで
の発達段階に応じた学習目標が組まれている₂）。
包括的性教育の先駆けとなっているフィンランド
では，包括的性教育が₁₉₇₀年代より行われている。
欧米諸国においても，包括的性教育プログラムは
若者の性行動において避妊具の使用等の肯定的な
行動を促し，その有効性は裏付けられている₃）。
　また，生涯発達看護学の分野においては，リプ
ロダクティブヘルス／ライツ（性と生殖の権利）
の概念が重要視されている。リプロダクティブヘ
ルス／ライツは，保健や健康問題の枠を超えた，
女性の健康と人権にかかわる包括的な社会・経済・
文化的背景を含む概念であり，性教育や女性の健
康を支援するうえで，基盤となる概念である₄）。
健やか親子₂₁（第 ₂ 次）においても，「学童期・
思春期から青年期に向けた保健対策」が取り組む
べき課題として掲げられている₅）。
　しかし，本邦は欧米諸国より，包括的性教育が
遅れている状況である。₂₀₀₀年代の性教育バッシ
ングにより，中学校における学習指導要領におい
て，「妊娠の経過は取り扱わないものとする」と
の表現がされるなど，いわゆるはどめ規定により
積極的な性教育は行われなくなった₆）。さらに，
近年では，学童期からの自殺，SNSいじめなど
の課題が山積している₇）。さらに，日本の若者は，
諸外国の若者と比べて，自身を肯定的に捉えてい

る者の割合が低い傾向にあるが，日本の若者の自
己肯定感の低さには自分が役に立たないと感じる
自己有用感の低さが関わっていることが指摘され
ている₈）。また，ジェンダーギャップ指数におい
ても，先進国の中で最低レベルであり，ASEAN

諸国より低い結果となっている₉）。このような社
会的課題から，文部科学省は，自己肯定感，人権
意識を育むために早期から人権教育の必要性を
謳っている₁₀）。
　思春期においては，中高生以上の生徒に対して
の包括的性教育プログラムについて，いくつかの
研究報告がある₁₁－₁₃）。しかしながら，未就学児を
対象とした包括的性教育の教育プログラムは試作
段階であり，各専門職が教育方法を模索している。
性的発達は誕生の時から始まり， ₂～ ₃歳ごろに
は自分自身および他者の身体の存在に気づき興味
を持つ。乳幼児期から包括的性教育を行うことで，
人権意識を育むことができ，子どもを性被害から
守り，人権意識の醸成や子ども自身の自己肯定感
の高まりにも繋がることが期待される。実践的か
つ効果的な包括的性教育プログラムの構築が望ま
れている。
　そこで本研究は，本邦で実践されている未就学
児への性教育に関する研究の動向を整理し，今後
の研究課題を見出し，効果的な教育内容の検討や
包括的性教育に有用な基礎的資料を提供すること
を目的とした。

Ⅱ．方法

1 ．研究デザイン：文献検討
2 ．文献の抽出
　₂₀₁₃年から₂₀₂₃年までに「医学中央雑誌Web

版（Ver.₅）」に公開された原著論文を対象とした。
医学中央雑誌では，# ₁ 「性教育」，# ₂ 「幼児」
or「未就学児」or「保育園」or「幼稚園」で検索
を行った。
　質的研究および量的研究の両方を対象とした。
加えて，原著論文を分析，検討しているレビュー

strengthening cooperation among medical personnel, families, and childcare facilities. The findings of this study 

suggest that the content of sex education, communication skills, and media literacy should be further analyzed.

Key words：preschool child, infant, sex education, research trend
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論文も対象とした。尺度開発を目的とした文献は
除外した。
　文献の採用条件は本研究目的に照らし合わせ，
以下の ₃点とした。
₁） 未就学児，保護者，医療従事者，保育士を対
象としているもの

₂） 未就学児の性教育に関するもの
₃） 実践の場が地域保健活動の場，保育園，幼稚
園および家庭であること

3 ．文献の選択
　検索の結果，₆₉件が抽出された。抽出された₆₉
件の中で，重複文献 ₉件を除いた₆₀件の内，論文
タイトルと内容から判断し ₆件が除外対象となっ
た。対象文献の選定基準として，研究目的の記述
の明確さ，データ収集及び分析方法の適切さ，研
究結果の適切な提示，倫理的配慮について精査を
行い，₄₃件が除外された。その結果，質的研究 ₃
件（表 ₁），量的研究 ₄件（表 ₂），文献レビュー
₄件（表 ₃），合計₁₁件を分析対象とした。以上

のプロセスを図 ₁に示す。
 4 ．分析方法
　分析は以下の手順で行った。
₁）  文献ごとにレビューシートを作成し，著者，
研究デザイン，研究対象，分析方法，主な結
果を分析項目とし，整理した。

₂）  研究結果を精読し，未就学児の性教育の教育
内容に関する部分を抽出してコード化し，
コードの共通性を分析し，抽象度を高めカテ
ゴリー化した。

₃）  分析する過程において，質的研究者よりスー
パーバイズを受け分析内容の信頼性，妥当性
の確保に努め，適宜修正を行った。

5 ．用語の定義
　本研究において，子どもとは小学校入学前の未
就学児を指す。また，性教育は家庭や保育現場お
よびその他地域保健活動に関する講習会等を含め
て行う健康教育と定義する。

著者・発行年 対象
方法論・データ収集

・分析
結　　果

瀬戸山 陽子他
（₂₀₂₁）

保護者 ₈名および
保育士 ₄名

質的記述的研究
参加型研究

・ 保育士によるお話会の子どもへの影響では，【体の仕組みや正常異常を理
解する】【体の大切さを理解する】【体への興味関心を示す】【健康的な生
活行動を理解し行動する】【親きょうだい保育士に体のことを積極的に伝
える】の ₅カテゴリーが抽出された。
・ 保護者への影響では，【体の知識を得る】【子どもの健康を体の知識とつ
なげる】【家庭で体のことを話題にする】【子どもが体を学ぶ意義を感じる】
等の ₆カテゴリー ,保育士への影響では ,【体の知識を得る】【子どもに
体を教える役割に前向きになる】【体の話の振り返りや次への改善・提案
をする】などの ₅カテゴリーが抽出された。
・ カテゴリー間の関係性を分析したところ ,保育士が「体のお話会」を行
うことが，子どもと保護者 ,保育士自身にさまざまな影響をもたらし，
その後，コミュニティ形成につながっていた。

志村 千鶴子他
（₂₀₁₈）

幼児期（ ₂歳～小
学校入学前まで）
の子どもを持つ母
親 ₈名

テキストマイニング ・ 幼児の母親を対象に，家庭でのいのちの教育に対する母親の意識と子ど
もへの関わりについて明らかにした。
・ 母親自身が，いのちの教育への意識が乏しく機会がないと感じながらも，
妊娠・出産でいのちや生に対する意識が深まり，いのちの大切さを伝え
たいと考えていた。また，妊娠・出産時から子どもに意図的に関わり，
保育園でのいのちの教育を活かし，夫婦で子どもに関わっていた。

若井 和子他
（₂₀₁₃）

₃ ～ ₄ 歳児をもつ
妊娠₃₆週以降の妊
婦および分娩後 ₁
週間以内の褥婦₁₇
名

テキストマイニング ・ 母親が新しい兄弟の誕生に際して，上の子供に行っている性教育の実態
を把握した。
・ 「性器の概観が性別により異なることを視覚的に働きかけて認識を促す方
法」は，身体的自己像に関係する。
・ 「妊娠中から母親の突出した腹部を上の子供に触れさせて，新しい兄弟と
の関わりをもたせながら，上の子供が新しく家族に加わる兄弟を受け入
れることができる方法」「新しい兄弟が誕生することをきっかけに，上の
子供に親族呼称が加わることを教え，その役割認識を促す関わり」「言語
とスキンシップを用いて，上の子供に自己存在感をもたせる関わり」は
心理的自己像に関係している。

表 1 　質的研究の文献レビュー
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著者・発行年 対象 測定尺度 分析方法 結　　果
若井 和子他
（₂₀₁₇）

A～D市に居住
する ₃～ ₆ 歳児
親子で，性教育
プログラム（第
₁～ ₃ 回）を受
講した保護者₃₅
名

MP親子関係
診断検査票
STAI調査票

受講クラス別に第
₁ 回目と第 ₃ 回目
の結果を比較し親
子関係に影響する
項目との関連性
性教育プログラム
の受講回数を重ね
ることで子どもに
見られた変化をText 

Mining Studio を 用
いて分析

・ 性教育プログラムを受講した親子の特徴は， ₃～ ₆歳児全員
いきいき型が最も多く，親の子どもに対する関わりは ₃～ ₄
歳児クラスの親の場合，厳しく躾ける親が多く，₅～ ₆歳児ク
ラスの親は，子どもを可愛がり躾は緩やかなM型と子どもと
距離を置き厳しく躾ける P型の正反対のタイプが多かった。
・ 親が今感じている不安状態は，性教育の教え方がわからない
初回受講時が最も高く，受講により変化する。
・ 親子で性教育プログラムを受講することで，親がわが子の自
尊感情が育まれる時期に子どものニーズに応じた学習支援が
でき，親自身が育児の自己効力感を高め，子どもの感情リテ
ラシー発達を促す育児につながることが明らかになった。

若井 和子他
（₂₀₁₇）

A～D市に居住
する ₃～ ₆ 歳児
親子で，性教育
プログラム（第
₁～ ₃ 回）を受
講した母親₂₅名

MP親子関係
診断検査票
STAI調査票

家庭における性教
育の実施状況の把
握
「各項目得点に影響
する子どもへの親
のかかわり」「各項
目得点に及ぼす親
から見た子どもの
様子」について分
散分析

・ 親子で性教育に参加した母親は，乳児期から性教育が必要で
あると認識しており，過程で性別を考慮した性教育と躾が行
われていた。
・ 第 ₁回目，第 ₃回目受講後の親の状態不安得点が高かったの
はW型とM型の親であった。
・ 参加した母親は，全く知識のない幼児にどこまで，どのよう
に教えたら良いのか，教え方に自信がなくストレスを抱きや
すい傾向にあることが明らかになった。しかし，一緒に性教
育プログラムを受講することで，親が子どもの目線で学ぶこ
とができ，家庭で共通の会話をしながら性教育を継続するこ
とが可能になると考えられた。

若井 和子他
（₂₀₁₅）

A市内の幼稚園
および保育園に
通園する ₃～ ₄
歳児クラスの親
子₂₁名

クラスター法
Tukeyによる多重比
較
テキストマイニン
グ

・ 幼児期から親子で学ぶ性教育に参加を希望する親のタイプは
「自律型」，「教育型」，「密着型」の順に多い。
・ 親子で学ぶ性教育プログラムに参加を希望する親は，社会的・
情緒的発達を促す内容を期待していることが明らかになっ
た。

友田 果那他
（₂₀₁₃）

A市・B幼稚園
に通う ₄～ ₆ 歳
の子どもを持つ
保護者₆₇名

単純集計 ・ 子どもが生まれた時のことをその子自身に話したことがある
か，との問いについては，「話したことがある」が₅₁名だった。
・ 子どもに妊娠・出産時の話をしたことがあるか，との問いに
対しては，「話したことがある」は₄₅名だった。話した内容
は「妊婦さんのお腹が大きくなっていくことについて」（₂₄名）
が最も多かった。子どもが日常で自身の身体に興味・関心を
示すかの問いには₄₅名が「示す」と回答した。男女の体につ
いて子どもから質問を受けたかの問いに対しては，₄₄名が「あ
る」と回答した。

表 2 　量的研究の文献レビュー

医中誌 Web の検索結果 

n=69 

重複文献の除外 n=9 

論文のタイトルと内容 

研究目的の記述の明確さ 

データ収集及び分析方法の適切さ 

研究結果の適切な提示 

倫理的配慮について精査 

n=60 

レビュー対象文献 n=11 

文献の除外 n=49 

質的研究

n=3 

量的研究 

n=4 

文献検討 

n=4 

図 1 　本研究における文献レビューのプロセス
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Ⅲ．結果

1 ．未就学児への性教育に関する研究動向
　未就学児の性教育に関連する₁₁件の発行年別の
文献数について，図 ₂に示す。 ₃件の質的研究に
用いられていた研究方法は，質的記述的研究 ₁件，
参加型研究 ₁件，テキストマイニング ₂件であっ
た。データ収集法はインタビューが ₃件であった。
₄件の量的研究は全て質問紙を用いており，介入

研究は無かった。 ₄件のレビュー文献は，いずれ
もシステマティックレビューであった。研究デザ
イン毎に整理したレビューシートを表 ₁～ ₃，発
行年別の文献数を図 ₂に示す。
2 ．未就学児への性教育の実践者
　未就学児への性教育の実践者別の文献数は母親
が ₁件，父親が ₁件，両親が ₇件，医療関係者が
₁件，保育者が ₁件であり，多くは保護者を対象
としたものであった。

著者・発行年 対象 方法 結　　果
市戸 優人他
（₂₀₁₉）

研究論文₂₁件
（量的研究₁₅
件，質的研究
₆件）

システマティッ
クレビュー

・ 家庭内性教育の実態として必要性を感じている保護者は多いが，実際に実施され
ておらず，心配や困り感をもつ者が多かった。
・ 家庭内性教育の影響要因としては，保護者が性教育を受けた経験の有無や親子間・
夫婦間の日常的な会話の有無が挙げられていた。
・ 学校，家庭，地域の役割を明確にし，地域が行う家庭内性教育の促進に向けた支
援や取り組みを検討する必要がある。

森本 眞寿代他
（₂₀₁₉）

研究論文₃₂件 システマティッ
クレビュー

・ ₂₀₀₁年以降文献数が増加，また対象となる子どもの年齢に広がりがみられたが，
比較研究や症例集積研究のエビデンスレベル IIが ₉割を占め，エビデンスレベル
Iの介入研究はなかった。研究目的では【親の性教育の実態】【子どもの性の実態】
のカテゴリが抽出された。研究方法では実態調査が主であった。
・ 親が自信をもって性教育が行えるように行動変容を促進するような介入研究が不
足していた。

森本 眞寿代他
（₂₀₁₈）

研究論文₁₂件 システマティッ
クレビュー

父親の性教育実施率は低下傾向であった。今後は父親の性教育に向き合う態度等
を形成する為の継続的な教育の研究が必要である。

吉備 智史他
（₂₀₁₄）

研究論文₁₅件 システマティッ
クレビュー

いのちの大切さを伝える際，自身の命の大切さについて伝えることによって，他
者のいのちの大切さについても考えさせることができるとする考え方が存在した。
また，医療機関だけでなく学校などにおいても，教師と協働しながら教育を実践
していた。ここから，「いのち」や「死」についての教育は，自身のいのちについ
て考えることが重要視されており，様々な場面での実施が可能であるということ
が示唆された。

表 3 　レビュー論文の文献レビュー

図 2 　発行年別の文件数

（件数）  

0

1

2

3

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

質的研究 量的研究 文献レビュー （発行年） 
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3 ．�未就学児への性教育の教育内容のカテゴリー
化

　分析の結果，未就学児の性教育に関する教育内
容として， ₃個のカテゴリーと ₈個のサブカテゴ
リーが作成された（表 ₄）。【　】はカテゴリー，〈　〉
はサブカテゴリーとして，記述する。
1 ）子どもの体について
（ ₁）〈体の発達〉に関する文献は，₄件であった。
瀬戸山ら₁₄）は，体のお話会を行うにあたり，保護
者が体の成長発達に関する内容を期待していると
述べている。志村らは₁₅）いのちの教育に対する母
親の意識として，子どもの成長や保育園に合わせ
た関わりを重要視していると述べている。また，
若井₁₆）は，子どもの発達段階に応じた性教育プロ
グラムの受講回数を重ねることで，家庭で性教育
を行う自信が得られたことを示唆している。
（ ₂）〈体の仕組みの理解〉に関する文献は ₁件で
あった。瀬戸山ら₁₄）は，体のお話会を実践するこ
とで，子どもに「体への興味関心を示す」，「健康
的な生活行動を理解し行動する」，「親きょうだい
に体のことを伝える」影響があることを報告して
いる。
（ ₃）〈体の大切さ〉に関する文献は ₂件であった。
瀬戸山ら₁₄）は，体のお話会を実践することで「体
の仕組みや正常異常を理解する」，「体の大切さを
理解する」ことの影響があり，知識を得て体を大
事だと認識することは，自分自身や周囲の人への
「体の興味関心」につながったと述べている。

2 ） セクシュアリティについて
（ ₁）〈妊娠出産の知識〉に関する文献は ₅件であっ
た。志村ら₁₅）は，母親は第二子以降の妊娠・出産
をきっかけに生まれてくる赤ちゃんを一緒に迎え
るために，妊婦健診に連れて行ったり，出産に立
ち会わせたりする関わりと意図的に持っていたと
報告している。また，若井ら₁₇）は， ₃～ ₄歳児の
上の子どもへの性教育において，妊娠中から母親
の突出した腹部を上の子どもに触れさせて，新し
いきょうだいとの関わりを持たせながら，上の子
どもが新しく家族に加わる兄弟を受け入れること
ができる方法があることを報告している。加えて，
若井ら₁₈）は， ₃～ ₄歳児は，性教育を受講するこ
とで赤ちゃんの存在を通じて自己の誕生期に遡
り，乳児期の自分の写真や赤ちゃんについての絵
本などを手掛かりに視覚的情報を得て自己の存在
を誕生時期から認識することができると述べてい
る。さらに，若井ら₁₉）は，対象者の半数以上が，
赤ちゃんがどこから生まれるかを教えていると報
告している。市戸ら₂₀）は，文献レビューにおいて，
幼児期における家庭内性教育の実態として妊娠や
出産に対する話をする保護者の割合は₇₁.₄％であ
ることを報告している。
（ ₂）〈妊娠出産から子どものいのちを考える〉に
関する文献は ₃件であった。志村らは₁₅），幼児を
育てている母親は，「妊娠・出産を通じて児から
感じる命の存在」や「妊娠・出産までに深まった
いのちや生に対する意識」を持っていたと報告し
ている。加えて，多くの母親は，いのちの教とい

カテゴリー サブカテゴリー カテゴリーに関連した文献

子どもの体
体の発達

瀬戸山 陽子他（₂₀₂₁）a，志村 千鶴子他（₂₀₁₈）a，
若井 和子他（₂₀₁₇）b，若井 和子他（₂₀₁₃）a

体の仕組みの理解 瀬戸山 陽子他（₂₀₂₁）a

体の大切さ 瀬戸山 陽子他（₂₀₂₁）a，志村 千鶴子他（₂₀₁₈）a

セクシュアリティ

妊娠出産の知識
志村 千鶴子他（₂₀₁₈）a，若井 和子他（₂₀₁₃）a，若井 和子他（₂₀₁₇）b，
若井 和子他（₂₀₁₅）b，市戸 優人他（₂₀₁₉）c

妊娠出産から子どものいのちを考える
志村 千鶴子他（₂₀₁₈）a，若井 和子他（₂₀₁₃）a，
森本 眞寿代他（₂₀₁₈）c，

性器・プライベートゾーンの知識
若井 和子他（₂₀₁₃）a，若井 和子他（₂₀₁₇）b，若井 和子他（₂₀₁₅）b，
友田 果那他（₂₀₁₅）b

死生観
いのちの存在

志村 千鶴子他（₂₀₁₈）a，若井 和子他（₂₀₁₇）b，
森本 眞寿代他（₂₀₁₉）c，吉備 智史（₂₀₁₄）c

死のイメージ 志村 千鶴子他（₂₀₁₈）a，吉備 智史（₂₀₁₄）c

［注］a質的研究　b量的研究　cレビュー論文

表 4 　未就学児の性教育に関する教育内容
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う言葉に戸惑いながらも，いのちの教育に強い関
心を示し，子どもに対して生や死について話し合
い，考えようとする心構えを持っているとも述べ
ている。また，森本ら₂₁）は，幼児期における父親
からの性教育の内容は，生まれたときの様子を話
すことと報告している。
（ ₃）〈性器・プライベートゾーンの知識〉に関す
る文献は ₄件であった。若井ら₁₇）は，性別を子ど
もに伝える際に，視覚的に観察して性別の違いを
認識する方法が行われていたこと，親が子どもの
発達状況に応じて男女の区別は何を見て判断でき
るのかを教えていると報告している。加えて，性
器の名称は伝えているが，プライベートゾーンの
大切さを教えるキーワードはなかったことも報告
している。若井ら₁₈）は，保護者から子どもへ，プ
ライベートゾーンを教えたものは₂₄名（₆₈.₆％）
であることを報告している。友田ら₂₂）は，男女の
体の違いについて子どもから保護者が聞かれた際
に，「他院女の性別の違いについて話した」と回
答したものは₃₃名（₇₅.₀％）であったと報告して
いる。
3 ）死生観について
（ ₁）〈いのちの存在〉について，志村らは₁₅），保
護者から子どもへ，いのちについて伝える際，「生
き物を通していのちの大切さを伝える」ことや，
「いのちを大切にできるよう親の価値観を伝える」
ことを重要視していると報告している。さらに，
森本ら₂₃）は，性教育を人間教育としてとらえると
いう観点から性にまつわる問題への予防教育の域
を超え，生の健康教育，あるいは生きるための教
育という意味付けもされたと述べている。
（ ₂）〈死のイメージ〉
　志村ら₁₅）は，死について幼児に伝える際の困難
感について，現代の親は死をタブーする社会的環
境や，親以外の人が子どもの教育に関わることが
少ない核家族で育っていることから，死という言
葉に動揺してしまうことが少なくないと述べてい
る。吉備ら₂₄）は，小児に対するいのちの教育にお
いて，未就学児へはデスエデュケーションが行わ
れたと報告している。

Ⅳ．考察

　未就学児への性教育に関する研究の動向を整理

した結果に基づき，【子どもの体】，【セクシュア
リティ】，【死生観】の ₃つのカテゴリーが生成さ
れた。本カテゴリーを考察し，今後の研究課題に
ついて，検討する。
1 ．�未就学児を対象にした性教育の教育内容およ

び教育効果
₁ ）子どもの体について
　包括的性教育は国際セクシュアリティ教育ガイ
ダンスのカリキュラムに基づいている₂）。本カリ
キュラムの視点からみると，自分自身の体に関す
る性教育は，「人間のからだと発達」および「ジェ
ンダーの理解」のキーコンセプトに繋がる内容で
ある。「人間のからだと発達」のキーコンセプト
内の学習項目に「ボディイメージ」がある。ここ
では，誰のからだも特別で個々にすばらしいこと
を再認識すること，自分の体に誇りを持つことの
意味，自分の体をポジティブに認識すること，自
分の体についてどう表現するかが学習目標に挙げ
られている。また，「ジェンダーの理解」におい
ては，ジェンダーとセックス（性）の意味を明ら
かにし，それらがどのように異なるのかと説明す
る事，自分のセックス（性）とジェンダーについ
てどう感じるのかを省察することが学習項目に挙
げられている。
　発達段階の視点からみると， ₂～ ₃歳の幼児は
アイデンティティの発達により，自分の体を認識
し始める時期である。また，自身の性自認を発達
させる時期でもあり，自分の体や人の体に興味を
持つようになる₂₅）。 ₄ ～ ₆ 歳の幼児は，身体と発
達の年齢差や体の違いができるようになる。そし
て，自分自身と他人のプライバシーを守る必要性
についても理解できるようになる₂₅）。
　文献レビューにより，未就学児の体についての
性教育では，性器などのセクシュアリティに関す
る部位だけではなく，体の発達や臓器の仕組みな
ど，生活や発達の理解に必要な体の知識提供を実
践されていた。体の発達や各臓器の名称や働きに
ついて，幼児自身が理解する事で自身の体に関心
が持てることに繋がると考えられる。また，体調
の変化に気付き具体的に言葉にできることが期待
できる。Raisa Cacciatoreら₂₆）は， ₃～ ₆歳児の幼
児が，自分の体の部位に名前をつける能力と性の
安全を守る知識の間に相関関係があることを述べ
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ている。子どもの発達段階に応じた体の関する教
育は，子どもの健康的な生活行動を支援する一助
となると考えられる。知識提供者は，人体構造の
みならず，人の体と自分の体は違うことや，体に
対する肯定的な感情を育てることで自分の体や他
者の体を尊重し，大切にする重要性について理解
を促すことが求められると考える。
₂） セクシュアリティについて
　妊娠出産の知識提供に関する文献数は ₅件であ
り，下の子の妊娠をきっかけに保護者から妊娠出
産についての知識提供がなされている場面が多い
ことが伺えた。本研究における，〈妊娠出産の知識〉
〈妊娠出産から子どものいのちを考える〉〈性器・
プライベートゾーンの知識〉のサブカテゴリーは，
包括的性教育の「人間とからだと発達」，「性と生
殖に関する健康」のキーコンセプト内にある『性
と生殖の解剖学と生理学』，『生殖』，『妊娠，避妊』
の学習項目に該当する₂）。本項目では，妊娠中の
女性の体がたどる変化や，その変化をどのように
感じるかを理解すること，妊娠と生殖は生物学的
なプロセスであること，すべての子どもは望まれ，
ケアされ愛されるべきであることを説明すること
が教育目標に挙げられている。次子を妊娠した際
に，母親の身体が妊娠により変化していくことを
ありのまま上の子に伝えることは，妊娠出産の知
識提供において良い機会であると考えられる。妊
娠出産のプロセスを理解することで，子ども自身
もいのちについても考える機会を得ることができ
る。また，絵本等を用いて視覚的に妊娠出産の仕
組みを伝えることも有効であると考えられる。
　妊娠出産を通して，家族構成や結婚することの
あり方などを子どもと話す機会となり，家族や結
婚の概念の構築に寄与することができると考え
る。家族を通して人間関係の構築方法を学ぶこと，
人間関係の構築には健全なコミュニケーションが
必要であることを考えることができ，基本的人権
を尊重する基礎的な概念の構築までの波及効果が
望める。
　プライベートゾーンに関して，包括的性教育の
「暴力と安全確保」のキーコンセプト内にある，「同
意，プライバシー，体の保全」に該当する₂）。こ
こでは，からだのどこがプライベートな部分かを
明らかにする，自分が触られて不快だと感じた場

合に，親や保護者，信頼できる大人にどのように
伝えるのかを明らかにし説明することが目標に挙
げられている。さらに，文部科学省は₂₀₂₃年より
生命（いのち）の安全教育を推進している₂₇）。こ
れは，生命の尊さを学び，性暴力の根底にある誤っ
た認識や行動，また，性暴力が及ぼす影響などを
正しく理解した上で，生命を大切にする考えや，
自分や相手，一人一人を尊重する態度等を，発達
段階に応じて身に付けることを目指す教育とされ
ている。未就学児への教材ではプライベートゾー
ンに関する内容が主であり，今後の未就学児への
性教育を行う上でプライベートゾーンに関する事
は必須項目であると考えられる。プライベート
ゾーンについて学ぶことでジェンダーの概念を理
解することにも繋がることが期待できる。
₃） 死生観について
　林らは，幼児期は，死の概念である不動性・不
可逆性・普遍性・因果性について ₄歳頃から理解
し始め， ₆～ ₈ 歳でほぼ認知すると述べてい
る₂₈）。また，死別を体験し各発達段階において人
生・生活背景や宗教観に触れることにより，家族
等の関係性にまつわる死生観が形成されていると
も述べられている₂₈）。発達段階に応じて死生観に
ついて伝えていくことは，自分の命を考えるうえ
で重要であると考えられるが，死をタブー視する
風潮や伝え方の困難さについても先行研究で述べ
られていること₁₅）から，教育方法は慎重に検討し
ていく必要がある項目と言える。
2 ．未就学児の性教育における課題
　本文献レビューにおいて，性教育の実施場所は
家庭が多数を占めていた。保護者は未就学児期の
性教育において重要な役割を担っていることが示
された。
　ヨーロッパにおけるセクシュアリティ教育の基
準からみると，性教育は出生時から始まること，
健康を含む総合的な概念と科学的に正確な情報に
基づいていることが原則であると示されている。
さらに，セクシュアリティと人間関係あらゆる側
面に対処するために必要なライフスキルを身につ
けることを目標としている₂₅）。乳幼児期からの性
教育を実践することで，セクシュアリティや健康
の知識の提供だけではなく，自己の体に関する感
覚や，身体イメージの発達を助けること，自分の
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体に対し責任を持って行動できることに繋がると
考えらえれる。また，家族間や友人，保育者との
かかわりは，乳幼児期に人間関係がどのように機
能するか，社会的な役割や感情表出を学ぶことに
繋がる。しかし，森本らは，幼児期の性教育ある
いは幼児期からの性の健康への継続教育に関する
文献数はいまだに少ないのが現状であったと報告
している₂₃）。また，教育内容として，個人の人権
を守ることや，人権の概念，多様化する家族の形
態に対応できる性教育，コミュニケーションスキ
ルやメディアリテラシーなどの項目は無かったた
ため，以上の内容も含めて包括的性教育プログラ
ムの内容の検討が求められる。
　加えて，性の健康を守る看護職からの支援につ
いて，服部ら₂₉）は，性に関わる言動を表出するこ
とを支援すること，自分自身の性を肯定的に受け
止めることを支援することを挙げており，このこ
とは本研究の分析結果とも一致している。包括的
性教育を実践できる助産師が増えることは未就学
児の安全と健康を守る上で社会的意義が大き
く₃₀），助産師は性教育を行う上で重要な役割を
担っている₂₄）。
　今後は家庭，保育現場との連携をさらに強固に
し，看護職の周産期における専門性を活かしなが
ら未就学児への包括的性教育の内容の検討および
実践を進める必要がある。
3 ．本研究の限界
　本研究は，文献を医学中央雑誌に限定して検索
したため，国内で発表された関連研究を全て網羅
されていない。また，対象文献数も少なく結果の
一般化は難しいと考えられる。今後は国外の文献
も網羅してさらなるシステマティックレビューを
行う必要がある。

Ⅴ．結論

₁ ． 未就学児への性教育に関する研究の動向を整
理した結果に基づき，【子どもの体】【セクシュ
アリティ】【死生観】の ₃つのカテゴリーが
生成された。

₂． 未就学児の包括的性教育の実践において，個
人の人権を守ることや，人権の概念，多様化
する家族の形態に対応できる性教育，コミュ
ニケーションスキルやメディアリテラシーの

教育内容は少ないことが分かり，検討が必要
である。

₃． 医療従事者，家庭，保育現場との連携をさら
に強化し，包括的性教育を実践することが求
められる。

　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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要　　　　　旨

【目的】Whole-Body Vibration（WBV）トレーニングが Chronic Kidney Disease（CKD）や生活習慣病予防に有効で

あるかどうか明らかにする。【方法】 8名の健常ボランティアを対象とし，「有酸素運動のみ」と「有酸素運動＋

WBV介入」群に分けて週 3回・ 4週間トレーニングを実施させ，開始前と終了後には検査し比較検討をした。検

査内容は，体組成，超音波検査による腹壁前脂肪の最大厚（perirenal fat thickness: PFT）と皮下脂肪の測定

（subcutaneous fat thickness: SFT），腎動脈血流の測定，血圧脈波検査に加え，メタボリックシンドロームの評価項

目の血液検査，尿定性検査および尿中シスタチン Cの測定を行った。【結果および考察】WBV群においてトレー

ニング前後で基礎代謝量（BMR）と骨格筋量指数（SMI）が有意に増加した。また，WBV群ではトレーニング前

後で内臓脂肪の最大の厚みである Pmax，皮下脂肪の最小の厚みである Sminおよび Smaxにおいてトレーニング

前後で有意に減少した。WBVトレーニングは，メタボリックシンドロームの改善が期待できることが示唆された。

Key words：WBV，BMR，PFT

Abstract

Objective: The purpose of this study was to clarify the effects of aerobic training combined whole-body vibration （WBV） 

training on prevention of chronic kidney disease （CKD） and other lifestyle-related diseases.

Methods: Eight healthy participants were examined. Subjects were randomly divided into 2  groups; WBV group （WBV + 

aerobic training） and the control group （aerobic training only）.  All participants performed treadmill exercise 3  days per 

week for 4  weeks, for 40 min （including a 5 -min warm-up and 5 -min cool-down） after a 30-min rest period.  Exercise was 

performed at a hate rate （HR） corresponding to 60% of the maximum HR. We conducted clinical examinations on all the 

patients before and after training.  The examinations included measuring body composition, perirenal fat thickness （PFT） and 

subcutaneous fat thickness （SFT）, renal artery blood flow, ankle brachial index, and several blood tests related metabolic risk 

factors, and urinary qualitative and cystatin C measurements.

Results and Discussion: Our results showed that WBV training may more effectively reduce visceral fat and rise muscle mass 

and basal metabolic rate than aerobic training alone.

Key words：WBV, BMR, PFT

Takeshi MINAMI, Tsuneo WATANABE

School of Health Science, Gifu University of Medical Science

Evaluation of the Effect of Aerobic Exercise and Whole-Body Vibration （WBV） 
Training on Prevention Lifestyle-Related Diseases

岐阜医療科学大学保健科学部臨床検査学科

南　武志，渡邉恒夫

生活習慣病予防における有酸素運動および全身振動運動 
（Whole-Body Vibration: WBV）の有効性の検討

　研　究　
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Ⅰ．序論

　慢性腎臓病（chronic kidney disease: CKD）は腎
機能が慢性的に低下した状態で原因を問わない。
ただ実際には，腎臓そのものに起こる病気（糸球
体腎炎など）よりも，糖尿病に伴う CKDのほう
が多いことが今問題になっている。また，CKD

では腎機能の低下とは別の懸念もある。それは
CKDの進行に伴い心臓や脳の血管の病気が増え
ることである。実際のところ，透析治療が必要に
なるよりも先に，心筋梗塞や脳卒中などのために
亡くなる患者が少なくない。それを防ぐためにも
CKDの早期治療が大切である。
　現代では，生活習慣病の患者増加が大変問題視
されてきている。生活習慣病とは，不規則な食生
活や運動不足，喫煙，過度な飲酒，ストレスなど
の生活習慣が深く関与し，それらが発症の要因と
なる疾患の総称である。代表的な生活習慣病には
肥満症，脂質異常症，高血圧症，糖尿病などがあ
げられる。これらの生活習慣病がリスク要因とな
り動脈硬化が進行すると，心筋梗塞や脳梗塞など
の危険度が増加する。
　2020年から世界各地で covid-19が流行してき
た。日本においてもこれにより生活習慣で大きな
変化が起きている。2022年に出された第14回健康
日本21推進専門委員会からの報告1） では，
covid-19拡大前の2020年 1 月から covid-19拡大後
2021年 3 月までの比較をすると，日本人の平均体
重が59.82kgから60.16kgに増加，BMIは22.12か
ら22.24に増加， 1日あたりの総エネルギー消費
量METsは37.2から36.8に低下， 1日当たりの平
均歩数は6934歩から6770歩に減少した。この頃世
間ではコロナ太りという言葉も使われるように
なった。
　2021年 2 月にスポーツ庁健康スポーツ課から
「コロナ禍における運動・スポーツの実施につい
て」の報告2）があり，1日の歩数の変化を見ると，
covid-19拡大前は3000歩未満の人は1.5割程度であ
るが，covid-19が流行し始め，緊急事態宣言が出
てからは外出する機会が減ってしまい，その結果
3000歩未満の人が約 3割にも上っている。この数
字は緊急事態宣言解除後も covid-19拡大前と同じ
ようには戻っていない。今後生活習慣病の更なる

増加が懸念されている。
　その様な中で，今日新しい運動方法の一つとし
て全身振動運動（whole-body vibration: WBV）ト
レーニングが注目を集めている。これは場所を広
く取らずに屋内で行うことができる点や，難しい
動作は必要ないため高齢者や身体活動が乏しい人
でも（膝や腰などの関節にたいしてダメージを与
えることなく）全身のトレーニングができる点で，
レジスタンストレーニングと同等の効果が期待で
きるという報告もある3）。これまでにWBVトレー
ニングの報告としては，アスリートや高齢者の使
用によって筋力の向上4）や瞬発力の向上5），バラ
ンス能力や可動性の向上6），骨密度の上昇7）が挙
げられている。しかし，WBVトレーニングが生
活習慣病に及ぼす影響に関する研究は未だ少な
い。
　CKDや生活習慣病は動脈硬化の進行に強く関
与しているため，動脈硬化の進行によって引き起
こされる心筋梗塞や脳梗塞などを引き起こさない
ためにも，その進展の予防は極めて重要であり予
防するためには，運動が非常に有効である。本研
究の目的は，WBVトレーニングが CKDや生活
習慣病予防に有効であるかどうか明らかにするこ
とである。

Ⅱ．方法

1 ．対象
　岐阜医療科学大学内にポスターを掲示して公募
し，本研究に対して参加の同意を得た健常人ボラ
ンティア 8名（男性 2名，女性 6名）で，平均年
齢27.3±12.9歳であった。研究参加条件は以下の
通りである。
1）18歳以上
2）日常生活が自立している方
3）現在医療機関に重篤な心疾患や悪性腫瘍など
の疾患で通院・治療等をしておらず，運動制限等
の指導が無い方
4）本研究の参加に関して文書で同意が得られる
方
2 ．方法
　「有酸素運動のみ」と「有酸素運動＋WBV介入」
群に振り分けて週 3回・ 4週間トレーニングを実
施させ，開始前と終了後に検査し比較検討をした。
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その後， 1カ月の wash-out期間を設けた後に介
入方法を入れ替えて再びトレーニングを実施し，
比較を行う「クロスオーバー比較試験」を行った。
トレーニングの順序についてはランダムに決定し
た。
1 ）有酸素運動単独のみ
　毎回運動前に測定する安静時心拍数（resting 

hate rate: HR）を元に有酸素運動の目標心拍数を
決定した。
目標心拍数＝（220－年齢－ HR）×0.6＋ HR

　有酸素運動はトレッドミル（アディダス トレッ
ドミル T-19X AVUS-10521-120）を使用し，以下
のプロトコールにより運動を実施した。
　（ 1） ウォーミングアップを約 5分間（速度は

4km/h）実施する
　（ 2）目標心拍数を保ったまま30分間運動する
　（ 3） クールダウンを約 5分間（速度は4km/h）

実施する
　なお HRを測定する際と運動負荷後に血圧を測
定した。
2 ）有酸素運動＋ WBV
　有酸素運動の前にWBV運動を約10分間行っ
た。WBV機器（プロティア・ジャパン　パワー
プレート my6）の設定条件は，負荷時間30秒，振
動周波数35 Hz，振幅 Highにセットした。被検者
はWBV機器のプレートに乗り，WBV機器内に
予めプログラムされている，スクワット，ディー
プスクワット，ワイドスタンススクワット，ラン
ジの運動をした。スクワット，ディープスクワッ
ト，ワイドスタンススクワットは static training で
あるが，ランジだけは片足ずつの static trainingに
加え足を交互に入れ替える dynamic trainingも
行った。
3 ）測定項目
　体組成（体重，BMI，基礎代謝，筋量，体脂肪
率）は TANITAの体組成計 BC-118Dで測定した。
腹囲は，真っ直ぐ立った状態で測定位置は臍上，
軽く息を吸って吐き出した際に測定した。超音波
検査の使用機器は ARIETTA 850SE（株式会社日
立製作所）を用いた。仰臥位にて，剣状突起から
肝臓下端までの縦断走査を行い，腹壁前脂肪の最
大厚（maximum preperitoneal fat thickness: PFT）
と皮下脂肪（subcutaneous fat thickness: SFT）を測

定した。腎動脈血流の測定では，仰臥位にて心窩
部横断走査で腹部大動脈から分岐する左腎動脈を
同定し計測した。測定項目は，Pulse Doppler法に
よる入射角60度以下で，収縮期最大血流速度（peak 

systolic velocity: PSV），拡張末期血流速度（end 

diastolic velocity: EDV）， 腎 動 脈 血 流 量（renal 

artery blood flow: RABF）， 拍 動 係 数（pulsatility 

Index: PI），抵抗係数（resistance index: RI）である。
血圧脈波検査の使用機器はフクダ電子社製　血圧
脈波検査装置 VaSerat VS-1500を用いた。被検者
はベッドに仰向けに寝てもらい，両腕，両足首に
カフを，胸元に心音マイクをつけて測定した。心
臓から足首までの動脈の硬さの指標の Carrio-

Ankle Vascular Index（CAVI）と足の動脈の詰まり
具合をみる Ankle-Brachial Index（ABI）を測定し
た。血液検査項目はメタボリックシンドロームの
評価項目である中性脂肪（triglycerides: TG），
HDLコレステロール（HDL-cholesterol: HDL-C），
LDLコレステロール（LDL-cholesterol: LDL-C），
グ ル コ ー ス（glucose: Glu）， イ ン ス リ ン
（immunoreactive insulin: IRI）を測定した。測定機
器は，日立7070自動分析装置およびシノテスト社
製測定試薬クイックオートネオを使用した（イン
スリンを除く）。インスリンは富士レビオ社製ル
ミパルス G600Ⅱおよびルミパルスインシュリン
-N試薬にて測定した。血液検体は検体採取後，
血清分離を行った。グルコースのみフッ化ナトリ
ウム入り EDTAナトリウム採血管で採取し，血
漿を検体とした。血清および血漿は測定まで－
30℃で保存した。尿検体は検体採取時に尿定性検
査である，スクリーニング検査10項目（白血球，
亜硝酸塩，ウロビリノーゲン，蛋白質，pH，潜血，
比重，ケトン体，ビリルビン，ブドウ糖）を検査
した。また尿中シスタチン C（Cystatin C: Cys-C）
も測定した。Cys-Cは優れた糸球体血圧マーカー
であり，運動後の近位尿細管機能障害の非常に感
度の高いマーカーであることがわかっている。測
定は AuthentiKine Proteintech Human Cystatin C 

Sandwich ELISA Kitを使用した。尿検体も測定ま
で－30℃で保存した。
　各測定項目は各群トレーニング開始前と終了後
にそれぞれ行った。
3 ．統計
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　各測定項目は，統計ソフト JMP10（SAS Institute 

Japan）で統計処理した。Shapiro-Wilkによる正規
性の検定とWilcoxon検定を行い，有意水準 5 ％
未満とした。
4 ．倫理的配慮
　本研究は，ヘルシンキ宣言（1964年）及びその
後の改訂に記載されている医学研究の倫理原則に
従って，岐阜医療科学大学倫理審査委員会の承認
（承認番号2021- 8 ）を得て実施した。

Ⅲ．結果

1 ．血圧および体組成
　被験者 8名の血圧の結果は表 1に示した。コン
トロール群，WBV群ともにトレーニング前後で
拡張期血圧（DBP）のみ有意に低下した（図 1）。
身体的特徴の結果は表 2に示した。WBV群にお
いてトレーニング前後で基礎代謝量（BMR）と
骨格筋量指数（SMI）で有意に増加した（図 2，3）。
2 ．動脈硬化
　血圧脈波検査の結果，心臓足首血管指数

（CAVI），足首上腕血圧比（ABI）ともに両群のト
レーニング前後で有意差は見られなかった（表
3）。
3 ．超音波検査
　内臓脂肪，皮下脂肪，腎動脈血流についての結
果は表 4に示した。コントロール群ではトレーニ
ング前後で皮下脂肪の最大の厚みである Smaxに
有意に増加した。一方WBV群ではトレーニング
前後で内臓脂肪の最大の厚みである Pmax，皮下
脂肪の最小の厚みである Sminおよび Smaxにお
いてトレーニング前後で有意に減少した（図 4）。
つまりWBVを介入したトレーニングをすること
で内臓脂肪や皮下脂肪が有意に減少した。
　腎動脈血流速度では，WBV群のトレーニング

表 1 　トレーニング前後の血圧，脈拍

図 1 　トレーニング前後の血圧の変化

図 3 　トレーニング前後の SMI の変化

図 2 　トレーニング前後の BMR の変化

表 2 　トレーニング前後の身体的特徴
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前後で拡張期血流速度（EDV）が有意に減少した
（図 5）。また血管抵抗の指数である拍動指数（PI）
と抵抗指数（RI）はWBV群においてトレーニン
グ前後で有意に減少した（図 6）。
4 ．尿検査および血液検査
　尿検体採取時に行った定性検査の結果は異常が

見られなかった（データ未掲載）。尿中 Cys-Cお
よび血液検査項目の結果を表 5に示した。いずれ
も有意差は見られなかった。

Ⅳ．考察

　今回の実験では，WBVを導入したトレーニン
グをすることによりWBVを導入しなかった場合
と比較して，基礎代謝量，骨格筋量が増加し，内
臓脂肪の最大の厚み，皮下脂肪の最小の厚みは減
少した。PFT（Pmax）は血圧，腹囲，BMI，血清
脂質と相関関係を示すとの報告8）があることか
ら，メタボリックシンドロームの改善が期待でき
る。また，中程度強度のトレッドミル運動トレー
ニングが老化したラットの腎臓における構造的お
よび機能的な加齢に伴う変化を改善したとの報告
がある9）。したがって我々の研究結果から，腎臓
の老化を防ぐために，高齢者には有酸素運動が有
効である可能性があると考えられた。

表 3 　トレーニング前後の血圧脈波検査

表 4 　トレーニング前後の超音波検査

図 5 　トレーニング前後の腎動脈血流速度の変化

図 4 　トレーニング前後の Pmax，Smin，Smax の変化

図 6 　トレーニング前後の血管抵抗の変化
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　また，WBVを導入したトレーニングをするこ
とによりWBVを導入しなかった場合と比較し
て，RIと PIが低下した。末梢血管抵抗の指標で
ある RIおよび PIは健常者に対して糖尿病性腎症
患者ではいずれも高値であり，RIとクレアチニ
ンクリアランス（Ccr）との相関があることが分
かっている10）。以上によりWBVトレーニングを
導入したトレーニングをすることで，生活習慣病
の改善効果が期待できる。また Cys-Cと同様に，
RI，PIの測定による腎機能評価も期待できる。
　世界的な罹患率と死亡率の主要な原因のひとつ
がアテローム性動脈硬化症である。アテローム性
動脈硬化症の変化を評価するために広く使用され
ている最大頚動脈プラーク厚（MCPT）は，血管
疾患のリスクの増加と関連してる。頚動脈アテ
ローム性動脈硬化症において，血清 Cys-Cを測
定すると0.73 mg/Lのカットオフ値で診断可能で
あることが分かっている11）。尿中 Cys-Cでも同様
の評価ができると考えられる。
　30分間の運動と150分間の運動を行い，尿中
Cys-Cを測定したところ，150分間後の尿中 Cys-C

が有意に増加することから，尿中 Cys-Cは運動
後の近位尿細管機能障害の高感度のマーカーであ
るとの報告がある12）。今回の実験では Cys-Cの値
に変化が見られなかった。したがって腎機能障害
は起こっていないと考えられる。
　慢性腎臓病（CKD）は多くの臓器やシステム
に影響を与え，筋骨格系の障害による運動不足つ
ながる。特に下肢を含む筋力低下は CKD患者の
特徴であり，座りがちなライフスタイルによって
悪化する13）。WBVは，高齢者やパーキンソン病
患者，多発性硬化症，脳卒中，嚢胞性線維症，お
よび慢性閉塞性肺疾患患者においても有望な結果
を示している14-19）。さらに，WBVトレーニングは
高齢者の転倒リスクを軽減する興味深い代替手段

として浮上している20）。実際，最近の研究では高
齢者が 8週間のWBVトレーニングを受けた場
合，転倒リスクが大幅に減少することが示され
た21）。いずれにしても，CKDや生活習慣病以外
の疾患でもWBVは今後も QOLの向上に期待で
きると考えられる。

Ⅴ．結論

　WBVを介した有酸素運動は，内臓脂肪を減ら
し，筋肉量，基礎代謝量を増大させことが分かっ
た。
　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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要　　　　　旨

【目的】母親が求める母乳育児ケアと関連する要因を明らかにする。

【方法】産科・産婦人科病棟8₂施設にて，母乳育児を行う母親₁₄₁₂人と同施設の病棟師長を対象とし質問紙調査を

実施した。母乳育児ケア評価尺度総得点および下位因子の得点を従属変数とし，母親の基本属性，母乳育児関連

要因，施設要因を従属変数として二変量解析を行った。次に，総得点または下位因子と関連があった₂₀要因を独

立変数として，ステップワイズ法を用いた重回帰分析を行った。

【結果】母乳育児ケア評価尺度総得点₁₀項目，下位因子である状況克服ケア ₉項目，要領獲得ケア 8項目，動機づ

けケア₁₁項目の関連要因が明らかになった。

【考察】母親が求める母乳育児ケアに関連する，母子同室，夜間授乳，妊娠中の動機づけなどの要因が明らかにな

り，母乳育児ケアを実施する際に留意すべき点や課題が示唆された。

Key words：母乳育児，母乳育児ケア，母乳育児支援

Abstract

Objective: To clarify factors related to postpartum mothers＇ subjective breastfeeding care.

Methods: Questionnaires were administered to ₁₄₁₂ breastfeeding mothers and the head nurses at 8₂ hospitals.  We examined 

the relationship between total scores on the Breastfeeding Care Scale and scores for each subfactor with mother-related factors 

and facility-related factors.  In the bivariate analysis, multiple regression analysis using the stepwise method was performed 

using the ₂₀ factors with significant associations as independent variables and total Breastfeeding Care Scale score and 

subfactor scores as dependent variables.

Results: Ten items for total score, ₉  for subscale ＂Assist overcoming difficulties＂, 8  for subscale ＂Give knacks＂, ₁₁ for 

subscale ＂Motivate breastfeeding＂ were significantly associated with the Breastfeeding Care Scale.

Discussion: Factors including rooming-in, nighttime breastfeeding and preparation for breastfeeding during pregnancy were 

revealed to be important factors to improve maternal satisfaction in breastfeeding care.

Key words：breastfeeding, breastfeeding care, breastfeeding support
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Ⅰ．序論

　母乳育児は児の栄養発達のみならず，感染防御，
アレルギー予防，神経運動発達や精神的発育を促
す効果に加え，児への愛着形成に有用である₁）。
健やか親子₂₁においても，出産後 ₁か月の母乳育
児の割合は有益な母子保健評価の指標とされ，そ
の割合は，₂₀₀₀年₄₄.8％から₂₀₁₀年₅₁.₆％（目標
₆₀％）まで増加した₂）。しかし，地域間格差も指
摘され，健やか親子₂₁（第 ₂次）では，単に母乳
育児の割合を増加させるのみでなく，出産施設で
の母乳育児支援や退院後の地域での支援が，母乳
育児を継続するために必要であるとしている3）。
　₁₉8₉年にWHOと UNICEFは，乳幼児の健康維
持を図ることを目的とし，世界のすべての産科施
設に「母乳育児を成功させるための₁₀か条」（以下，
₁₀か条）を守ることを呼びかけた₄）。以後，世界
の産科施設において₁₀か条の実施が推奨され，こ
の₁₀か条を実践する施設は，「赤ちゃんにやさし
い病院」（以下，BFH）として認定され₅），日本
においても BFH認定施設での母乳率は上昇して
いる₆）。また「分娩後の母子の早期接触・早期授乳」
や「母子同室」は出産後 ₆か月間の母乳栄養によ
る育児と関連する7）ことや，「母乳育児成功のた
めの₁₀か条の導入状況」8）など₁₀か条に関する研
究が数多く行われてきた。しかし，母乳で育てた
いと思っている母親の支援には，少しでも母乳を
飲ませたいと思い，完全母乳でなくても母乳育児
を続けている母親の気持ちや，その経過を支援す
ることも必要である。また，BFH認定を受けた
病院以外であっても，母親の求める母乳育児ケア
が提供されることや，提供したケアが母親に届い
ている（認知されている）ことが大切である。
　これまで，母乳育児を行う母親への医療者のか
かわりについて，医療者側の視点で明らかにした
研究は行われてきたが，母親側の視点で詳しく分
析された研究は少ない。そこで，研究者は，母乳
育児を行う母親らが求めている医療者のかかわり
を明らかにした質的研究₉）の結果から「母乳育児
ケア評価尺度」₁₀）を開発した。この尺度を用いて，
母乳育児ケアに関連する要因が明らかになれば，
今後の母乳育児支援を行う上で貴重な資料となる
と考え，母親の求めている母乳育児ケアと，施設

の要因，母親の基本属性，母親の母乳育児関連要
因との関連を明らかにすることを目的に本研究を
実施した。尚，本研究において「母乳育児」とは，
母乳のみを与えている完全母乳と，母乳とミルク
の両方を与えている混合栄養を含む。「医療者」
とは医師・助産師・看護師と限定し，用語を定義
した。

Ⅱ．方法

1 ．研究対象者：産科・産婦人科病棟8₂施設で，
妊娠中から退院後 ₁週間まで母子ともに正常に経
過した母乳育児を行う母親₁₄₁₂人と，同8₂施設の
病棟師長を対象とした。
2 ．調査方法：データ収集方法：₂₀₁3年 ₆ 月から
8月，全国の産科・産婦人科施設の施設長あてに
研究依頼を行い，承諾の有無と ₁か月の平均分娩
数を調査。承諾を得た施設に，病棟師長への質問
紙と平均分娩数分の母親への質問紙を郵送し，退
院 3日前から退院までの間に無記名自記式質問紙
の配布を依頼，退院当日または ₁週間以内の回収
箱への投函で同意を得たとして回収。送付₂8₆₀人
の内₁7₂₂人から回収（回収率₆₀.₂％）。欠損値が
あった3₁₀人を除く，初産婦₅₉3人，経産婦8₁₉人，
合計₁₄₁₂人を分析対象とした（有効回答率
8₁.₉％）。
4 ．調査内容：調査項目は，文献レビュ－から，
母乳育児に効果があるといわれる施設の要因やケ
ア，母乳育児を行っている母親の基本属性と母乳
育児に関連する項目を検討し設定した。
　 ₁）施設要因
　（ ₁）施設の概要 ₄項目：分娩件数／月，病床数，
スタッフ数，助産師割合
　（ ₂）施設の母乳育児関連要因₁3項目：BFH取
得の有無，母乳相談室や母乳外来の有無，母乳育
児支援資格をもつスタッフ（その内容），母乳育
児支援の勉強会，妊娠中の母乳育児に関する保健
指導，パパママ教室における母乳育児の話，分娩
直後の早期母子接触，分娩後の初回授乳開始時期，
母乳以外のミルクや糖水を補足する基準，ミルク
会社からのお土産，退院 ₂週間前後の母乳健診，
退院時の母乳率， ₁か月健診時の母乳率
　 ₂）母親の基本属性 ₆項目：年齢，初産婦／経
産婦，家族構成，分娩週数，分娩方法，児の出生



水谷さおり：母親が求める母乳育児ケアに関連する要因

21

体重
　 3）母親の母乳育児関連要因₁₀ ～ ₁₁項目：母
親自身が育った栄養方法，妊娠中に希望していた
栄養方法，入院中の栄養方法，上の子の栄養方法
（経産婦のみ），今回の妊娠中に母乳育児のために
実施したこと（複数回答），分娩後の授乳開始時間，
母子同室，入院中の夜間授乳，児が啼泣したとき
に授乳をしていたか，入院中の乳頭トラブル，母
乳育児で困ったときの相談場所があるか（複数回
答）
　 ₄）母乳育児ケア評価尺度（以下，母乳ケア尺
度）₁₀）₁8項目，全くそう思わない，少しそう思う，
かなりそう思う，非常にそう思うの ₄件法（表 ₁） 
尺度全体の Cronbach＇s αは，₀.₉₂₆，モデル適合度
指標は，GFI ₀.₉₀₂，AGFI ₀.87₄，NFI ₀.₉₁₄，CFI 

₀.₉₂3，RMSEA ₀.₀7₆であり，信頼性・妥当性は
確保されている。
5 ．分析方法：母乳育児ケア尺度総得点（以下，
総得点）および抽出された下位因子ごとの得点と，
施設の要因，母親の基本属性，母親の母乳育児関
連要因との関連を検討。それぞれの関連要因につ
いては，カテゴリー変数は意味のある ₂群に，ま
たリッカートスケールは ₁ ～ 3，および ₄・ ₅
の ₂群に分けて分類し，母乳育児ケア尺度得点に
対して t検定を行った。

　まず，Leveneの検定にて等分散性を確認し，
等分散性を仮定するものを Studentの t検定，等
分散を仮定しないものをWelchの検定で比較。ま
た ₂群の対象者数に大きな差があったものや正規
分布が仮定できないものには，Mann-Whitneyの
U検定を行った。年齢は，中央値が3₀歳であった
ことから，3₀歳以下（n＝₆87）と3₁歳以上（n＝
7₂₅）の ₂群に分け t検定を行った。
　次に，二変量解析において総得点または 3つの
下位因子との関連が有意であった要因を独立変
数，総得点，第 ₁因子「状況克服ケア」得点，第
₂因子「要領獲得ケア」得点，第 3因子「動機づ
けケア」得点を従属変数として，ステップワイズ
法を用いた重回帰分析を行い，その関連要因を探
索した。分析には，IBM SPSS ver.₂8を用いた。
6 ．倫理的配慮
　調査に際し，質問紙は無記名とし，研究依頼文
書に研究趣旨，任意性，拒否した場合にも不利益
は被らないこと，質問紙の回収をもって研究同意
が得られたものとすること，結果は学会発表およ
び投稿論文として公表するが，研究目的以外で使
用しないこと，データの取り扱いは，パスワード
を付与した USBメモリで施錠した保管所で ₅年
間管理すること，情報が特定されない状態にして
破棄することを明記した。尚，本研究は，愛知県

表 1　母乳育児ケア評価尺度（水谷他，2021）

状況克服ケア（ 8項目）
くじけそうな時、母乳育児が続けられるように支えてくれた
母乳育児で否定的な気持になっている時、前向きな気持に置き換えてくれた
母乳育児がうまくいかない時、報われない気持ちに寄り添ってくれた
母乳育児に必死になりすぎていた時、気持ちを落ち着かせてくれた
退院してから母乳栄養だけで大丈夫かな、という気持ちがあることを汲み取ってくれた
退院が近付いても授乳がうまくできない時、今後について話し合う時間を作ってくれた
混合栄養で頑張っている時、今後どのようにすればいいかを教えてくれた
一人で悩まずに、母乳育児をすることが大切だと教えてくれた
要領獲得ケア（ 7項目）
一日中が授乳で終わってしまわないように、お乳のあげ方の要領を教えてくれた
赤ちゃんが、母乳を飲んでいる感覚をわかるように教えてくれた
どの授乳方法がやりやすいか、自分に聞いてくれた
どんなときに搾乳が必要か、その方法を教えてくれた
赤ちゃんがずっと寝ている時の起こし方を教えてくれた
母乳が飲みたいという赤ちゃんのサインを教えてくれた
入院中の母乳育児の経過を一緒に振り返ってくれた
動機づけケア（ 3項目）
母乳育児の楽しみを教えてくれた
妊娠中に何栄養で育てたいか考える機会をくれた
生まれてから困らないように、妊娠中から赤ちゃんの世話を教えてくれた
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立大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施（受
付番号看₂3 ─ 3₀）。また，ヘルシンキ宣言（₁₉₆₄年）
及びその後の改訂に記載されている医学研究の倫
理原則に従って実施した。

Ⅲ．結果

1 ．施設の属性：8₂施設の分布は，中部₂₂，関西
₂₁，関東₁₄，四国 8，九州・沖縄 7，中国 ₆，北
海道 3，東北 ₁施設であった。
　 ₁）施設の概要（表 ₂）
　 ₂）施設の母乳育児関連要因（表 3）
2 ．母乳育児を行う母親の属性：
　 ₁）母親の基本属性（表 ₄）
　 ₂）母親の母乳育児関連項目（表 ₅）
3 ．母乳育児ケア尺度と施設要因との関連
　 ₁）総得点と施設要因との関連（表 ₆）
　 ₂） 「状況克服ケア」得点と施設要因との関連（表

7）
　 3） 「要領獲得ケア」得点と施設要因との関連（表

8）
　 ₄） 「動機づけケア」得点と施設要因との関連（表

₉）
4 ．母乳育児ケア尺度と母乳育児を行う母親要因
との関連
₁ ）総得点と母親の基本属性との関連（表₁₀）
₂ ） 「状況克服ケア」得点と母親の基本属性との
関連（表₁₁）

3 ） 「要領獲得ケア」得点に関連する母親の基本
属性（表₁₂）

₄ ） 「動機づけケア」得点と母親の基本属性との
関連（表₁3）

5 ．母乳育児ケア尺度と母親の母乳育児関連要因
との関連
₁ ） 総得点と母親の母乳育児関連要因との関連（表
₁₄）

₂ ） 「状況克服ケア」得点と母親の母乳育児関連
要因との関連（表₁₅）

3 ） 「要領獲得ケア」得点と母親の母乳育児関連
要因との関連（表₁₆）

₄ ） 「動機づけケア」得点と母親の母乳育児関連
要因との関連（表₁7）

6 ．母乳育児ケア尺度の関連要因の重回帰分析
　 ₁）重回帰分析に用いた変数
　二変量解析において総得点または下位因子との
関連が有意であった項目は，₂₀要因で，①年齢（3₀
歳以下，3₁歳以上）②初産婦・経産婦 ③分娩方
法（経膣分娩，帝王切開）④妊娠中に希望してい
た栄養方法（母乳のみ・できれば母乳のみで育て
たい，混合栄養・人工栄養・どちらでもない）⑤
入院中の授乳方法（母乳のみ・ほぼ母乳のみ，混
合栄養・人工栄養・どちらでもない）⑥上の子の
母乳育児（母乳，それ以外）⑦分娩後の授乳開始
時間（3₀分以内に開始した，3₀分以内に開始しな
かった）⑧母子同室（いつも・だいたい一緒にい
た，あまり・ほとんど一緒にいなかった・どちら
ともいえない）⑨夜間授乳（いつも・だいたいし
ていた，あまり・まったくしなかった・どちらと
もいえない）⑩入院中の乳頭トラブル（なかった・
ほとんどなかった，あったが今はない・今もある・
どちらでもない）⑪分娩数（3₀件／月未満，3₀件
／月以上）⑫病床数（₂₀床未満，₂₀床以上 ⑬スタッ
フ数（₂₀人未満，₂₀人以上）⑭スタッフに対する
助産師の割合（₅₀％以上，₅₀％未満）⑮母乳育児
支援の勉強会の有無 ⑯母乳以外のミルクや糖水
を補足する基準の有無 ⑰ミルク会社からのお土
産の有無 ⑱パパママ教室における母乳育児の話
の有無 ⑲退院 ₂週間前後の母乳健診の有無 ⑳
BFHの取得の有無であった。これらを独立変数
とし，母乳育児ケア尺度総得点， 3つの下位因子
得点を従属変数として，ステップワイズ法を用い

表 2　施設の概要
 n=8₂

施設（％）
分娩数（件 /月）

 ₀ ～  ₉ 8 （ ₉.8）
₁₀ ～ ₁₉ ₂₆（3₁.7）
₂₀ ～ ₂₉ ₁₆（₁₉.₅）
3₀ ～ 3₉ ₁₂（₁₄.₆）
₄₀以上 ₂₀（₂₄.₄）

病床数（床数）
 ₀ ～  ₉ ₁₆（₁₉.₅）
₁₀ ～ ₁₉ 37（₄₅.₁）
₂₀ ～ ₂₉ ₂ （ ₂.₄）
3₀ ～ 3₉ ₁3（₁₅.₉）
₄₀以上 ₁₄（₁7.₁）

スタッフ数（人）
 ₀ ～  ₉ 8 （ ₉.8）
₁₀ ～ ₁₉ 3₆（₄3.₉）
₂₀ ～ 3₉ ₂₉（3₅.₄）
₄₀以上 ₉（₁₁.₀）

スタッフ数に対する
助産師の割合（％） ₂₀％未満 8（ ₉.8）

₂₀ ～ ₄₀％未満 ₂₅（3₀.₅）
₄₀ ～ ₆₀％未満 3₄（₄₁.₅）
₆₀ ～ 8₀％未満 ₆（ 7.3）
8₀％以上 ₉（₁₁.₀）
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表 3　母乳育児に関連する施設の背景

 n=8₂
施設（％）

BFH取得しているか
している  ₄（ ₄.₉）
していない 7₅（₉₁.₅）
無回答  3（ 3.7）

母乳相談室や母乳外来の有無
ある ₆3（7₆.8）
なし ₁₉（₂3.₂）

母乳育児支援資格をもつスタッフの有無
何らかの資格あり ₁3（₁₅.₉）
資格なし ₆₉（8₄.₁）

母乳育児支援資格内容　※
ラクテーションコンサルタント  8（ ₉.8）
桶谷式乳房管理認定者  7（ 8.₅）

母乳育児支援の勉強会
ある 3₄（₄₁.₅）
なし ₄₅（₅₄.₉）
無回答  3（ 3.7）

妊娠中からの母乳育児の準備に関する保健指導
ある 7₁（8₆.₆）
なし ₁₁（₁3.₄）

パパママ教室における母乳育児の話
ある ₁₅（₁8.3）
なし ₆₅（7₉.3）
無回答  ₂（ ₂.₄）

早期母子接触
ある ₂₂（₂₆.8）
なし ₅₉（7₂.₀）
無回答  ₁（ ₁.₂）

出生後の初回授乳開始時間
3₀分以内 3₂（3₉.₀）
3₀分～ ₀₂時間以内 3₀（3₆.₆）
₂₄時間以内 ₁₆（₁₉.₅）
₂₄時間以上  ₄（ ₄.₉）

母乳以外のミルクや糖水を補足する基準
ある ₆3（7₆.8）
なし ₁₉（₂3.₂）

ミルク会社からのお土産
ある ₆₄（78.₀）
なし ₁7（₂₀.7）
無回答  ₁（ ₁.₂）

退院 ₂週間前後の母乳健診
ある 7₂（87.8）
なし ₁₀（₁₂.₂）

退院時の母乳率
8₂施設の平均 7₁.₅7％ 7₀未満 ₁₆（₁₉.₅）

7₀ ～ 7₉  3（ 3.₄）
8₀ ～ 8₉ ₁₁（₁3.₄）
₉₀ ～ ₉₉ ₁₂（₁₄.₆）
₁₀₀  ₆（ 7.3）
無回答・計算していない 3₄（₄₁.₅）

一か月健診時の母乳率
8₂施設の平均 7₅.7₅％ 7₀未満 ₁₂（₁₄.₆）

7₀ ～ 7₉  ₉（₁₁.₀）
8₀ ～ 8₉ ₁₄（₁7.₁）
₉₀ ～ ₉₉ ₁₁（₁3.₄）
₁₀₀  ₂（ ₂.₄）
無回答・計算していない 3₄（₄₁.₅）

※　 ラクテーションコンサルタントと桶谷式乳房管理認定者の両方の資格をもつスタッフがいる施設が ₂か所あった。
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表 4　母親の基本属性

表 5　母乳育児ケア総得点と母親の母乳育児関連要因との関連

全体
n=₁₄₁₂

初産婦
n=₅₉3

経産婦
n=8₁₉

人（％） 人（％） 人（％）
年齢（歳）

平均値± SD 3₀.7₉±₄.8₂7 ₂₉.3₉±₄.₉₆7 3₁.8₀±₄.₄₅₉
最小値 ₁7 ₁7 ₁₉
最大値 ₄₅ ₄3 ₄₅

今回が何人目の子の出産であるか
平均値± SD ₁.78±₀.8₂7 ₂.3₅±₀.₆₄₂
最小値 ₁ ₂
最大値 8 8

家族構成
夫と同居 ₁33₆（₉₄.₆） ₅₆₉（₉₆.₀） 7₆7（₉3.7）
夫と同居していない 7₆（ ₅.₄） ₂₄（ ₄.₀） ₅₂（ ₆.3）
その他同居家族 ₁₂7（ ₉.₀） ₄₆（ 7.8） 8₁（ ₉.₉）

出産週数（週）
平均値± SD 3₉.₀₀±₁.₂3₆ 3₉.₁₀±₁.₂₆₆ 38.₉3±₁.₂₀₉
最小値 3₅ 3₅ 3₅
最大値 ₄3 ₄3 ₄₂

分娩方法
自然分娩 ₁₂₂8（87.₀） ₅₀₅（8₅.₂） 7₂3（88.3）
帝王切開 ₁8₄（₁3.₀） 88（₁₄.8） ₉₆（₁₁.7）

児の出生体重
₂₅₀₀ ～ ₂₉₉₉g ₆₀3（₄₂.7） ₂87（₄8.₄） 3₁₆（38.₆）
3₀₀₀ ～ 3₄₉₉g ₆3₄（₄₄.₉） ₂₄₆（₄₁.₅） 388（₄7.₄）
3₅₀₀g以上 ₁7₅（₁₂.₄） ₆₀（₁₀.₁） ₁₁₅（₁₄.₀）

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

妊娠中に希望していた栄養方法
母乳のみ・できれば母乳で ₁₁38 ₆3.₄₄ ₁₅.₂₁

.₁₁₆ U
混合・ミルク・どちらでもよい ₂7₄ ₆₁.₅₉ ₁₆.₀8
入院中の栄養方法
母乳のみ・ほぼ母乳で 7₉8 ₆₄.₂3 ₁₅.₁₂

＜ .₀₀₁*** S
混合・ほぼミルク・ミルクのみ ₆₁₄ ₆₁.₆₀ ₁₅.₆₂
上の子の母乳育児経験
母乳栄養で育てたことがある ₉87 ₆3.₆₆ ₁₅.₀₀

.₀₅₆ U
母乳栄養で育てたことがない ₄₂₅ ₆₁.7₄ ₁₆.₂₀
分娩後の授乳開始時間
分娩後3₀分以内 ₄₀₄ ₆₄.₄3 ₁₅.₆₁

.₀₁₅* U
それ以外 ₁₀₀8 ₆₄.₄₄ ₁₅.₂8
母子同室 　　　　　
ずっと・だいたい一緒にいた ₁₁₂3 ₆3.₅₅ ₁₅.₄₁

.₀₁8* U
あまり・まったく一緒にいない・どちらとも言えない ₂8₉ ₆₁.₂8 ₁₅.₁₉
入院中の夜間授乳
いつも・だいたいしていた ₁₁₀₁ ₆3.₆₆ ₁₅.₂₄

.₀₁₅* U
あまり・まったくしない・どちらとも言えない 3₁₁ ₆₁.₀₅ ₁₅.78
入院中の乳頭トラブル 　　　　　
今もある・あったが今はない・わからない ₆₀₀ ₆₄.₀₂ ₁₅.₁8

.₀₆₅ U
なかった・ほとんどなかった 8₁₂ ₆₂.3₉ ₁₅.₅₂
S：Studentのｔ検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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表 6　母乳育児ケア総得点と施設要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

分娩数（件／月）
3₀未満 ₄₄₂ ₆₄.3₅ ₁₅.₅₅ ₀.₀37* U3₀以上 ₉7₀ ₆₂.₅₁ ₁₅.₂₉

病床数
₂₀未満 8₉8 ₆3.₁₅ ₁₅.₂₄ ₀.87₄ U₂₀以上 ₅₁₄ ₆₂.₉₆ ₁₅.₆7

スタッフ数（人）
₂₀未満 ₆8₂ ₆₂.₅₄ ₁₅.₅₁ ₀.₁8₅ U₂₀以上 73₀ ₆3.₅₉ ₁₅.₂7

スタッフに対する助産師の割合（％）
₅₀未満 83₁ ₆₂.₁₁ ₁₅.8₆ ₀.₀₀₄** W₅₀以上 ₅8₁ ₆₄.₄8 ₁₄.₆₀

BFHを取得しているか
している ₆₄ ₆8.₁₆ ₁₅.7₀ ₀.₀₀7** Uしていない ₁3₄8 ₆₂.8₄ ₁₅.3₄

母乳相談室や母乳外来
あり ₁₁37 ₆3.3₅ ₁₅.₄₀ ₀.₁₄₁ Uなし ₂7₅ ₆₁.₉7 ₁₅.3₄

母乳育児支援資格を持つスタッフ
あり ₂₂₁ ₆₂.₄₁ ₁₆.₀7 ₀.₄₅₂ Uなし ₁₁₉₁ ₆3.₂₁ ₁₅.₂7

母乳育児支援の勉強会
あり ₆₅₆ ₆₄.₀₆ ₁₅.3₉ ₀.₀₀₆** Sなし 7₀₂ ₆₁.7₆ ₁₅.3₉

妊娠中の母乳育児に関する保健指導
あり ₁₂₂₀ ₆3.₁₆ ₁₅.₅₉ ₀.₅₀8 Uなし ₁₉₂ ₆₂.₅8 ₁₄.₀₆

パパママ教室における母乳育児の話
あり ₁₂₂₆ ₆3.77 ₁₅.₂₆ ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₁8₁ ₅8.₄₉ ₁₅.₅8

分娩後の初回授乳開始時間
3₀分未満 ₅₀₅ ₆₂.83 ₁₅.₄₁ ₀.₆₅ S3₀分以上 ₉₀7 ₆3.₂₂ ₁₅.3₉

母乳以外のミルクや糖水を補足基準
あり ₂₅3 ₆₆.₀₉ ₁3.83 ＝₀.₀₀₁** Uなし ₁₁₅₉ ₆₂.₄3 ₁₅.₆₄

ミルク会社からのお土産
あり ₁₁₀₁ ₆₂.₂₄ ₁₅.₄7 ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₂₉₀ ₆₆.₂₀ ₁₄.₆₉

退院 ₂週間前後の母乳健診
あり ₁3₁₂ ₆3.3₅ ₁₅.33 ₀.₀₂₀* Uなし ₁₀₀ ₅₉.₆3 ₁₅.₉₁

Ｓ：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
Ｗ：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
Ｕ：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁



Medical Science and Educational Research 18 2024 p. 19～39

26

表 7　「状況克服ケア」得点と施設要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

分娩数（件／月）
3₀未満 ₄₄₂ ₂8.₉8 8.₁₆ ₀.₀₁* U3₀以上 ₉7₀ ₂7.83 8.₂₂

病床数
₂₀未満 8₉8 ₂8.₁₀ 8.₀7 ₀.388 U₂₀以上 ₅₁₄ ₂8.3₄ 8.₄₆

スタッフ数（人）
₂₀未満 ₆8₂ ₂7.7₀ 8.₂₂ ₀.₀₁8* U₂₀以上 73₀ ₂8.₆₄ 8.₁₉

スタッフに対する助産師の割合（％）
₅₀未満 83₁ ₂7.₉₁ 8.3₆ ₀.₁3₁ S₅₀以上 ₅8₁ ₂8.₅8 7.₉₉

BFHを取得しているか
している ₆₄ ₂₉.3₀ 8.7₁ ₀.₁8₄ Uしていない ₁3₄8 ₂8.₁₄ 8.₁₉

母乳相談室や母乳外来
あり ₁₁37 ₂8.37 8.₁₅ ₀.₀8₆ Uなし ₂7₅ ₂7.₄₄ 8.₄₅

母乳育児支援資格を持つスタッフ
あり ₂₂₁ ₂7.8₅ 8.7₆ ₀.₆₅8 Uなし ₁₁₉₁ ₂8.₂₅ 8.₁₁

母乳育児支援の勉強会
あり ₆₅₆ ₂8.₅₉ 8.₂₆ ₀.₀37* Sなし 7₀₂ ₂7.₆₆ 8.₁₅

妊娠中の母乳育児に関する保健指導
あり ₁₂₂₀ ₂8.₂₁ 8.3₀ ₀.₆8₄ U
なし ₁₉₂ ₂8.₀₆ 7.₆₆

パパママ教室における母乳育児の話
あり ₁₂₂₆ ₂8.₄₅ 8.₁7 ₀.₀₀₂** Uなし ₁8₁ ₂₆.₅₄ 8.3₂

分娩後の初回授乳開始時間
3₀分未満 ₅₀₅ ₂7.7₆ 8.₂₆ ₀.₁₄₂ S3₀分以上 ₉₀7 ₂8.₄3 8.₁8

母乳以外のミルクや糖水を補足基準
あり ₂₅3 ₂₉.₁₅ 7.₅₂ ₀.₀₅₄ Uなし ₁₁₅₉ ₂7.₉8 8.3₅

ミルク会社からのお土産
あり ₁₁₀₁ ₂8.₀₀ 8.₂7 ₀.₀₅₁ Uなし ₂₉₀ ₂8.₉8 7.₉3

退院 ₂週間前後の母乳健診
あり ₁3₁₂ ₂8.3₀ 8.₁₉ ₀.₀7₉ Uなし ₁₀₀ ₂₆.7₅ 8.₅₁

S：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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表 8　「要領獲得ケア」得点と施設要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

分娩数（件／月）
3₀未満 ₄₄₂ ₂₄.7₂ ₆.7₂ ₀.₀₆₅ U3₀以上 ₉7₀ ₂3.₉8 ₆.7₀

病床数
₂₀未満 8₉8 ₂₄.₁7 ₆.7₁ ₀.8₅₂ U₂₀以上 ₅₁₄ ₂₄.₂8 ₆.7₁

スタッフ数（人）
₂₀未満 ₆8₂ ₂₄.₁₀ ₆.87 ₀.7₅3 U₂₀以上 73₀ ₂₄.3₂ ₆.₅₆

スタッフに対する助産師の割合（％）
₅₀未満 83₁ ₂3.7₉ ₆.₉₁ ₀.₀₀₄** W₅₀以上 ₅8₁ ₂₄.8₁ ₆.37

BFHを取得しているか
している ₆₄ ₂₆.₉7 ₆.38 ＝₀.₀₀₁** Uしていない ₁3₄8 ₂₄.₀8 ₆.7₀

母乳相談室や母乳外来
あり ₁₁37 ₂₄.₂₉ ₆.7₄ ₀.₂8₀ Uなし ₂7₅ ₂3.88 ₆.₆₀

母乳育児支援資格を持つスタッフ
あり ₂₂₁ ₂₄.₁₀ ₆.83 ₀.7₆7 Uなし ₁₁₉₁ ₂₄.₂3 ₆.₆₉

母乳育児支援の勉強会
あり ₆₅₆ ₂₄.₆3 ₆.₆₂ ₀.₀₀₆** Sなし 7₀₂ ₂3.₆3 ₆.8₀

妊娠中の母乳育児に関する保健指導
あり ₁₂₂₀ ₂₄.₂7 ₆.7₉ ₀.₂₅₄ U
なし ₁₉₂ ₂3.8₂ ₆.₁7

パパママ教室における母乳育児の話
あり ₁₂₂₆ ₂₄.₄8 ₆.₆₆ ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₁8₁ ₂₂.38 ₆.8₆

分娩後の初回授乳開始時間
3₀分未満 ₅₀₅ ₂₄.₀₆ ₆.7₁ ₀.₅₂3 S3₀分以上 ₉₀7 ₂₄.3₀ ₆.7₁

母乳以外のミルクや糖水を補足基準
あり ₂₅3 ₂₅.₆3 ₆.₀₂ ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₁₁₅₉ ₂3.₉₀ ₆.8₁

ミルク会社からのお土産
あり ₁₁₀₁ ₂3.83 ₆.7₀ ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₂₉₀ ₂₅.₄₆ ₆.₆₁

退院 ₂週間前後の母乳健診
あり ₁3₁₂ ₂₄.₂8 ₆.7₁ ₀.₁₂₉ Uなし ₁₀₀ ₂3.₂8 ₆.7₂

S：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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表 9　「動機づけケア」得点と施設要因との関連

 ｎ =₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

分娩数（件／月）
3₀未満 ₄₄₂ ₁₀.₆₅ 3.₁8 ₀.87₄ U3₀以上 ₉7₀ ₁₀.7₀ 3.₀₀

病床数
₂₀未満 8₉8 ₁₀.88 3.₀₀ ＝₀.₀₀₁** U₂₀以上 ₅₁₄ ₁₀.3₄ 3.₁₂

スタッフ数（人）
₂₀未満 ₆8₂ ₁₀.73 3.₀₄ ₀.₄₄7 U₂₀以上 73₀ ₁₀.₆₄ 3.₀7

スタッフに対する助産師の割合（％）
₅₀未満 83₁ ₁₀.₄₁ 3.₁3 ＜₀.₀₀₁*** W₅₀以上 ₅8₁ ₁₁.₀8 ₂.₉₀

BFHを取得しているか
している ₆₄ ₁₁.8₉ 3.₀₄ ＜₀.₀₀₁*** Uしていない ₁3₄8 ₁₀.₆3 3.₀₄

母乳相談室や母乳外来
あり ₁₁37 ₁₀.₆₉ 3.₀7 ₀.₆₉8 Uなし ₂7₅ ₁₀.₆₅ ₂.₉₉

母乳育児支援資格を持つスタッフ
あり ₂₂₁ ₁₀.₄₆ 3.₁8 ₀.₂₅3 Uなし ₁₁₉₁ ₁₀.73 3.₀3

母乳育児支援の勉強会
あり ₆₅₆ ₁₀.8₄ 3.₁3 ₀.₀3₁* Sなし 7₀₂ ₁₀.₄8 ₂.₉₉

妊娠中の母乳育児に関する保健指導
あり ₁₂₂₀ ₁₀.₆8 3.₀8 ₀.8₁₂ U
なし ₁₉₂ ₁₀.₆₉ ₂.₉₁

パパママ教室における母乳育児の話
あり ₁₂₂₆ ₁₀.8₅ 3.₀₂ ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₁8₁ ₉.₅7 3.₀₅

分娩後の初回授乳開始時間
3₀分未満 ₅₀₅ ₁₁.₀₂ ₂.₉₁ ₀.₀₀₂** W3₀分以上 ₉₀7 ₁₀.₅₀ 3.₁₂

母乳以外のミルクや糖水を補足基準
あり ₂₅3 ₁₁.3₀ ₂.87 ＝₀.₀₀₁** Uなし ₁₁₅₉ ₁₀.₅₅ 3.₀8

ミルク会社からのお土産
あり ₁₁₀₁ ₁₀.₄₀ 3.₀₅ ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₂₉₀ ₁₁.77 ₂.78

退院 ₂週間前後の母乳健診
あり ₁3₁₂ ₁₀.77 3.₀3 ＜₀.₀₀₁*** Uなし ₁₀₀  ₉.₆₀ 3.₁8

Ｓ：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
Ｕ：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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表10　母乳育児ケア総得点と母親の基本属性との関連

表11　「状況克服ケア」得点と母親の基本属性との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

年齢（歳）
3₀歳以下 ₆87 ₆₄.₆8 ₁₄.₉₉

＜ .₀₀₁*** S
3₁歳以上 7₂₅ ₆₁.₅7 ₁₅.₆₂

初産婦・経産婦
初産婦 ₅₉3 ₆₅.38 ₁3.7₄

＜ .₀₀₁*** W
経産婦 8₁₉ ₆₁.₄₂ ₁₆.₂₉

分娩方法
経腟分娩 ₁₂₂8 ₆3.₀₁ ₁₅.₂₁

.₄₉₂ U
帝王切開 ₁8₄ ₆3.₅₉ ₁₆.₅₆

児の出生体重
₂8₀₀g未満 ₂8₄ ₆₂.₅₆ ₁₅.₂₅

.3₆7 U
₂8₀₀g以上 ₁₁₂8 ₆3.₂₂ ₁₅.₄3

S：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

年齢（歳）
3₀歳以下 ₆87 ₂8.8₀ 8.₁3

.₀₀₆** S
3₁歳以上 7₂₅ ₂7.₆₀ 8.₂₆

初産婦・経産婦
初産婦 ₅₉3 ₂₉.₂₉ 7.₄₆

＜ .₀₀₁*** W
経産婦 8₁₉ ₂7.3₉ 8.₆₄

分娩方法
経腟分娩 ₁₂₂8 ₂8.₁₂ 8.₁3

.3₁₄ U
帝王切開 ₁8₄ ₂8.₆3 8.7₅

児の出生体重
₂8₀₀g未満 ₂8₄ ₂7.7₁ 8.₄3

.₂₁₁ U
₂8₀₀g以上 ₁₁₂8 ₂8.3₁ 8.₁₆

S：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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表13　「動機づけケア」得点と母親の基本属性との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

年齢（歳）
3₀歳以下 ₆87 ₁₀.₉7 ₂.₉₉

.₀₀₁** S
3₁歳以上 7₂₅ ₁₀.₄₁ 3.₀₉

初産婦・経産婦
初産婦 ₅₉3 ₁₁.₁₉ ₂.8₂

＜ .₀₀₁*** W
経産婦 8₁₉ ₁₀.3₂ 3.₁₆

分娩方法
経腟分娩 ₁₂₂8 ₁₀.77 3.₀₀

.₀₂₉* U
帝王切開 ₁8₄ ₁₀.₁₅ 3.3₆

児の出生体重
₂8₀₀g未満 ₂8₄ ₁₀.₆3 ₂.8₆

.38₀ U
₂8₀₀g以上 ₁₁₂8 ₁₀.7₀ 3.₁₀

S：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁

表12　「要領獲得ケア」得点と母親の基本属性との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

年齢（歳）
3₀歳以下 ₆87 ₂₄.₉₁ ₆.₄7

＜ .₀₀₁*** S
3₁歳以上 7₂₅ ₂3.₅₅ ₆.87

初産婦・経産婦
初産婦 ₅₉3 ₂₄.₉₀ ₆.₀8

.₀₀₁** W
経産婦 8₁₉ ₂3.7₁ 7.₀₉

分娩方法
経腟分娩 ₁₂₂8 ₂₄.₁₂ ₆.7₀

.₁7₄ U
帝王切開 ₁8₄ ₂₄.8₂ ₆.7₅

児の出生体重
₂8₀₀g未満 ₂8₄ ₂₄.₂₂ ₆.₄₆

.8₄₆ U
₂8₀₀g以上 ₁₁₂8 ₂₄.₂₁ ₆.77

S：Studentの検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney＇ の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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た重回帰分析を行った。これらの変数は ₂値であ
るため，一方をダミー変数として投入した。
　 ₂）母乳育児ケア尺度総得点の重回帰分析結果
（ステップワイズ法）（表₁8）
　総得点に有意に関連した変数は，母親の属性の，
年齢（B＝₁.₆₂₉，β＝.₀₅3，p＝.₀₀7），母親の母乳
育児関連要因の，入院中の夜間授乳（B＝8.₉₁7，
β＝.₂₄₁，p＜ .₀₀₁），入院中の乳頭トラブル（B

＝₂.8₄₄，β＝.3₂₂，p＜ .₀₀₁），母子同室（B＝₉.7₀3，
β＝.₂3₆，p＜ .₀₀₁），分娩後の授乳開始時間（B

＝3.₂3₄，β＝.₁₀₅，p＜ .₀₀₁），妊娠中希望してい
た栄養方法（B＝₂.₂₄7，β＝.₀₅8，p＝.₀₀₄），施設
要因の，パパママ教室における母乳育児の話（B

＝₉.3₂₅，β＝.₂₁₆，p＜ .₀₀₁），退院後 ₂週間前後
のフォロー健診（母乳相談）（B＝₁.8₆₂，β＝.₁3₀，
p＜ .₀₀₁），母乳育児に関する勉強会（B＝₁.33₅，
β＝.₀₄3，p＝.₀33），病棟のスタッフ数（B＝₁.₂₂8，
β＝.₀₄₀，p＝.₀₄8），₁₀要因であった。重相関係数
Ｒ₂は .₄₆₄，自由度調整済みＲ₂は .₄₆₁であった。
　また，多重共線性を確認するために，各変数の

表14　母乳育児ケア尺度総得点と母親の母乳育児関連要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

妊娠中に希望していた栄養方法

母乳のみ・できれば母乳で ₁₁38 ₆3.₄₄ ₁₅.₂₁
.₁₁₆ U

混合・ミルク・どちらでもよい ₂7₄ ₆₁.₅₉ ₁₆.₀8

入院中の栄養方法

母乳のみ・ほぼ母乳で 7₉8 ₆₄.₂3 ₁₅.₁₂
＜ .₀₀₁*** S

混合・ほぼミルク・ミルクのみ ₆₁₄ ₆₁.₆₀ ₁₅.₆₂

上の子の母乳育児経験

母乳栄養で育てたことがある ₉87 ₆3.₆₆ ₁₅.₀₀
.₀₅₆ U

母乳栄養で育てたことがない ₄₂₅ ₆₁.7₄ ₁₆.₂₀

分娩後の授乳開始時間

分娩後3₀分以内 ₄₀₄ ₆₄.₄3 ₁₅.₆₁
.₀₁₅* U

それ以外 ₁₀₀8 ₆₄.₄₄ ₁₅.₂8

母子同室 　　　　　

ずっと・だいたい一緒にいた ₁₁₂3 ₆3.₅₅ ₁₅.₄₁
.₀₁8* U

あまり・まったく一緒にいない・どちらとも言えない ₂8₉ ₆₁.₂8 ₁₅.₁₉

入院中の夜間授乳

いつも・だいたいしていた ₁₁₀₁ ₆3.₆₆ ₁₅.₂₄
.₀₁₅* U

あまり・まったくしない・どちらとも言えない 3₁₁ ₆₁.₀₅ ₁₅.78

入院中の乳頭トラブル 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　

今もある・あったが今はない・わからない ₆₀₀ ₆₄.₀₂ ₁₅.₁8
.₀₆₅ U

なかった・ほとんどなかった 8₁₂ ₆₂.3₉ ₁₅.₅₂

S：Studentの t検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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VIF（Variance Inflation Factors）値を求めた。VIF

値は₁.₀₀8 ～ ₁.₂₁₂で，多重共線性は見られなかっ
た。
　 3）第 ₁因子「状況克服ケア」の重回帰分析結
果（ステップワイズ法）（表₁₉）
　「状況克服ケア」得点に有意に関連した変数は，
母親の母乳育児関連要因の，入院中の乳頭トラブ
ル（B＝₁.878，β＝.3₉₉，p＜ .₀₀₁），入院中の夜
間授乳（B＝3.37₆，β＝.₁7₁，p＜ .₀₀₁），母子同
室（B＝3.₉3₉，β＝.₁8₀，p＜ .₀₀₁），分娩後の授

乳開始時間（B＝₁.77₁，β＝.₁₀8，p＜ .₀₀₁），妊
娠中に希望していた栄養方法（B＝₁.₂₅8，β＝.₀₆₁，
p＝.₀₀₅），上の子の母乳育児経験（B＝₁.₀₀3，β
＝.₀₅₅，p＝.₀₁₀），施設要因の，パパママ教室に
おける母乳育児の話（B＝3.₆₆₀，β＝.₁₅₉，p

＜ .₀₀₁），退院後 ₂週間前後のフォロー健診（母
乳相談）（B＝.8₅₄，β＝.₁₁₂，p＜ .₀₀₁），病棟の
スタッフ数（B＝₁.₀₁₀，β＝.₀₆₁，p＝.₀₀3） ₉ 要
因であった。重相関係数Ｒ₂は .3₉8，自由度調整
済みＲ₂は .3₉₄，VIF値は₁.₀₂3 ～ ₁.₂₁₅で，多重

表15　「状況克服ケア」得点と母親の母乳育児関連要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

妊娠中に希望していた栄養方法

母乳のみ・できれば母乳で ₁₁38 ₂8.₂₄ 8.₂₁
.₅₅₅ U

混合・ミルク・どちらでもよい ₂7₄ ₂7.₉8 8.₂₄

入院中の栄養方法

母乳のみ・ほぼ母乳で 7₉8 ₂8.₂₀ 8.₂8
.₉₄₄ S

混合・ほぼミルク・ミルクのみ ₆₁₄ ₂8.₁7 8.₁₄

上の子の母乳育児経験

母乳栄養で育てたことがある ₉87 ₂8.₅₉ 7.₉₁
.₀3₆* U

母乳栄養で育てたことがない ₄₂₅ ₂7.₂₆ 8.8₂

分娩後の授乳開始時間

分娩後3₀分以内 ₄₀₄ ₂8.₅₄ 8.3₄
.₂₁₆ U

それ以外 ₁₀₀8 ₂8.₀₅ 8.₁7

母子同室

ずっと・だいたい一緒にいた ₁₁₂3 ₂8.3₀ 8.₂₀
.₂7₀ U

あまり・まったく一緒にいない・どちらとも言えない ₂8₉ ₂7.7₄ 8.₂7

入院中の夜間授乳

いつも・だいたいしていた ₁₁₀₁ ₂8.3₀ 8.₁8
.₄₁₁ U

あまり・まったくしない・どちらとも言えない 3₁₁ ₂7.8₀ 8.3₄

入院中の乳頭トラブル

今もある・あったが今はない・わからない ₆₀₀ ₂8.8₅ 8.₀₄
.₀₀8** U

なかった・ほとんどなかった 8₁₂ ₂7.7₀ 8.3₁

S：Studentの t検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney の U検定 ***p ＜ .₀₀₁



水谷さおり：母親が求める母乳育児ケアに関連する要因

33

共線性は見られなかった。
　 ₄）第 ₂因子「要領獲得ケア」の重回帰分析結
果（ステップワイズ法）（表₂₀）
　「要領獲得ケア」得点に有意に関連した変数は，
母親の属性の，年齢（B＝.783，β＝.₀₅8，p＝.₀₀₆），
母親の母乳関連要因の，入院中の夜間授乳（B＝
₅.₀7₉，β＝.3₁₅，p＜ .₀₀₁），入院中の乳頭トラブ
ル（B＝.7₉8，β＝.₂₀7，p＜ .₀₀₁），母子同室（B

＝₂.₄₀₆，β＝.₁3₄，p＜ .₀₀₁），分娩後の授乳開始
時間（B＝.₉₂₂，β＝.₀₆₉，p＝.₀₀₂），施設要因の，

パパママ教室における母乳育児の話（B＝₄.₆₅3，
β＝.₂₄7，p＜ .₀₀₁），退院後 ₂週間前後のフォロー
健診（母乳相談）（B＝.87₁，β＝.₁₄₀，p＜ .₀₀₁），
病床数（B＝－.₆₄₁，β＝－₀.₄₆，p＝.₀3₂）， 8 要
因であった。重相関係数Ｒ₂は .37₉，自由度調整
済みＲ₂は .37₅，VIF値は₁.₀₀₆ ～ ₁.₂₀7で，多重
共線性は見られなかった。
　 ₅）第 3因子「動機づけケア」の重回帰分析結
果（ステップワイズ法）（表₂₁）
　「動機づけケア」に関連した変数は，母親の属

表16　「要領獲得ケア」得点と母親の母乳育児関連要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

妊娠中に希望していた栄養方法

母乳のみ・できれば母乳で ₁₁38 ₂₄.3₄ ₆.₆7
.₁8₄ U

混合・ミルク・どちらでもよい ₂7₄ ₂3.₆₉ ₆.8₄

入院中の栄養方法

母乳のみ・ほぼ母乳で 7₉8 ₂₄.8₅ ₆.₆₀
 ＜ .₀₀₁*** S

混合・ほぼミルク・ミルクのみ ₆₁₄ ₂3.38 ₆.77

上の子の母乳育児経験

母乳栄養で育てたことがある ₉87 ₂₄.33 ₆.₅₅
.₄87 U

母乳栄養で育てたことがない ₄₂₅ ₂3.₉₄ 7.₀₆

分娩後の授乳開始時間

分娩後3₀分以内 ₄₀₄ ₂₄.₅8 ₆.7₉
.₀88 U

それ以外 ₁₀₀8 ₂₄.₀₆ ₆.₆7

母子同室

ずっと・だいたい一緒にいた ₁₁₂3 ₂₄.37 ₆.7₁
.₀₆₁ U

あまり・まったく一緒にいない・どちらとも言えない ₂8₉ ₂3.₅7 ₆.₆8

入院中の夜間授乳

いつも・だいたいしていた ₁₁₀₁ ₂₄.₄₆ ₆.₆₂
.₀₁3* U

あまり・まったくしない・どちらとも言えない 3₁₁ ₂3.3₄ ₆.₉₆

入院中の乳頭トラブル

今もある・あったが今はない・わからない ₆₀₀ ₂₄.₄8 ₆.7₁
.₀₂3* U

なかった・ほとんどなかった 8₁₂ ₂₄.₀₁ ₆.7₀

S：Studentの t検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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性の，年齢（B＝.₂88，β＝.₀₄7，p＝.₀3₉），初産婦・
経産婦（B＝.₆₁₂，β＝.₀₉₉，p＜ .₀₀₁），母乳育児
関連要因の，母子同室（B＝3.₂₀8，β＝.3₉3，p

＜ .₀₀₁），入院中の夜間授乳（B＝.₅₉7，β＝.₀8₁，
p＝.₀₀₁），分娩後の授乳開始時間（B＝.₄7₀，β
＝.₀77，p＝.₀₀₁），妊娠中に希望していた栄養方
法（B＝.₅₁₅，β＝.₀₆7，p＝.₀₀₄），入院中の乳頭
トラブル（B＝.₁₁8，β＝.₀₆7，p＝.₀₀₆），上の子
の母乳育児経験（B＝－.37₂，β＝－.₀₅₅，p＝.₀3₉），
施設要因の，パパママ教室における母乳育児の話

（B＝₁.₀37，β＝.₁₂₁，p＜ .₀₀₁），入院中のミルク
会社からのお土産（B＝.8₂7，β＝.₁₁₂，p＜ .₀₀₁），
退院後 ₂週間前後のフォロー健診（母乳相談）（B

＝.₁₄₂，β＝.₀₅₀，p＝.₀3₆），₁₁要因であった。重
相関係数Ｒ₂は .3₁₁，自由度調整済みＲ₂は .3₀₆，
VIF値は₁.₀₆₁ ～ ₁.₄₆₆で，多重共線性は見られな
かった。

Ⅳ．考察

　母親の基本属性，母親の母乳育児関連要因，施

表17　「動機づけケア」得点と母親の母乳育児関連要因との関連

 n=₁₄₁₂
n 平均値 標準偏差 p値 検定

妊娠中に希望していた栄養方法

母乳のみ・できれば母乳で ₁₁38 ₁₀.87 3.₀₀
＜ .₀₀₁*** U

混合・ミルク・どちらでもよい ₂7₄  ₉.₉₂ 3.₁₅

入院中の栄養方法

母乳のみ・ほぼ母乳で 7₉8 ₁₁.₁7 ₂.₉₂
＜ .₀₀₁*** S

混合・ほぼミルク・ミルクのみ ₆₁₄ ₁₀.₀₅ 3.₁₀

上の子の母乳育児経験

母乳栄養で育てたことがある ₉87 ₁₀.7₅ ₂.₉8
.₄7₉ U

母乳栄養で育てたことがない ₄₂₅ ₁₀.₅₄ 3.₂₁

分娩後の授乳開始時間

分娩後3₀分以内 ₄₀₄ ₁₁.3₁ ₂.87
＜ .₀₀₁*** U

それ以外 ₁₀₀8 ₁₀.₄₄ 3.₀₉

母子同室

ずっと・だいたい一緒にいた ₁₁₂3 ₁₀.87 3.₀₀
＜ .₀₀₁*** U

あまり・まったく一緒にいない・どちらとも言えない ₂8₉  ₉.₉7 3.₁7

入院中の夜間授乳

いつも・だいたいしていた ₁₁₀₁ ₁₀.₉₀ ₂.₉8
＜ .₀₀₁*** U

あまり・まったくしない・どちらとも言えない 3₁₁  ₉.₉₁ 3.₂₀

入院中の乳頭トラブル

今もある・あったが今はない・わからない ₆₀₀ ₁₀.₆₉ 3.₀₆
.₉3₀ U

なかった・ほとんどなかった 8₁₂ ₁₀.₆8 3.₀₅

S：Studentの t検定 *p ＜ .₀₅
W：Welchの検定 **p ＜ .₀₁
U：Mann-Whitney の U検定 ***p ＜ .₀₀₁
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設の要因の 3領域について，母乳育児ケアとの関
連が明らかになった。
1 ．母乳育児ケア尺度総得点との関連
　関連があった母親の属性は，年齢で，若い母親
の方が，母乳育児ケアを受けたことをより認知し
ていた。若い母親には初産婦が多いと考えられる
が，初産・経産との関連はなかった。先行研究で
は，高齢の母親は育児困難感が強く，とくに高齢
初産婦に精神的サポートが必要₁₁）で，母親役割の

自信獲得や育児ストレスの軽減が必要₁₂）であると
いわれている。本研究では，年齢だけが有意で，
母乳育児ケア全体としては，初産であることより
も若いという母親に，より多く母乳育児ケアが認
知されていた。高学歴や高齢の母親に対しての育
児支援は難しい₁3）とされることから，若い母親の
方により母乳育児ケアを提供する状況が生じてい
るのか，高齢の母親には提供したケアが認知され
ていないのかについては，研究を重ね明らかにし

表18　母乳育児ケア尺度総得点の重回帰分析結果（ステップワイズ法）

表19　「状況克服ケア」得点の重回帰分析結果（ステップワイズ法）

 n=₁₄₁₂
B SE β 有意確率 VIF

母親属性 年齢 ₁.₆₂₉ .₆₀₄ .₀₅3 .₀₀7 ₁.₀₀8

母乳育児
関連要因

入院中の夜間授乳 8.₉₁7 .78₆ .₂₄₁ ＜ .₀₀₁ ₁.₁8₁

入院中の乳頭トラブル ₂.8₄₄ .₁88 .3₂₂ ＜ .₀₀₁ ₁.₁₉3

母子同室 ₉.7₀3 .88₅ .₂3₆ ＜ .₀₀₁ ₁.₂₁₂

分娩後の授乳開始時間 3.₂3₄ .₆3₄ .₁₀₅ ＜ .₀₀₁ ₁.₁₀₉

妊娠中に希望していた栄養方法 ₂.₂₄7 .78₆ .₀₅8 .₀₀₄ ₁.₀₆7

施設要因

パパママ教室での母乳育児についての説明 ₉.3₂₅ .88₂ .₂₁₆ ＜ .₀₀₁ ₁.₀8₉

退院後 ₂週間前後のフォロー健診（母乳相談） ₁.8₆₂ .3₀3 .₁3₀ ＜ .₀₀₁ ₁.₁7₄

母乳育児に関する勉強会 ₁.33₅ .₆₂₆ .₀₄3 .₀33 ₁.₀77

病棟のスタッフ数 ₁.₂₂8 .₆₂₂ .₀₄₀ .₀₄8 ₁.₀₆₆

決定係数　R₂乗 .₆8₁

重相関係数　R .₄₆₄

自由度調整済み決定係数 .₄₆₁

 n=₁₄₁₂
B SE β 有意確率 VIF

母親要因

入院中の乳頭トラブル ₁.878 .₁₀7 .3₉₉ ＜ .₀₀₁ ₁.₁₉₂

入院中の夜間授乳 3.37₆ .₄₄3 .₁7₁ ＜ .₀₀₁ ₁.₁7₂

母子同室 3.₉3₉ .₅₀₁ .₁8₀ ＜ .₀₀₁ ₁.₂₁₅

分娩後の授乳開始時間 ₁.77₁ .3₅₉ .₁₀8 ＜ .₀₀₁ ₁.₁₁₀

妊娠中に希望していた栄養方法 ₁.₂₅8 .₄₄₉ .₀₆₁ .₀₀₅ ₁.₀₉₀

上の子の母乳育児経験 ₁.₀₀3 .388 .₀₅₅ .₀₁₀ ₁.₀₅₅

施設要因

パパママ教室での母乳育児についての説明 3.₆₆₀ .₄₉₉ .₁₅₉ ＜ .₀₀₁ ₁.₀8₉

退院後 ₂週間前後のフォロー健診（母乳相談） .8₅₄ .₁7₁ .₁₁₂ ＜ .₀₀₁ ₁.₁7₂

病棟のスタッフ数 ₁.₀₁₀ .3₄₄ .₀₆₁ .₀₀3 ₁.₀₂3

決定係数　R₂乗 .₆3₁

重相関係数　R .3₉8

自由度調整済み決定係数 .3₉₄
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ていく必要がある。
　母親の母乳育児関連要因で関連した，分娩後の
授乳開始時間（分娩直後3₀分以内に開始）は，上
述したように母乳育児継続に効果的といわれてい
るが，早期母子接触については，安全確保のため
モニタリングや医療者のかかわりが必須であ
る₁₄）。今回，分娩後3₀分以内に授乳を開始した母
親らに，医療者が提供した母乳育児ケアが認知さ
れていたことから，早期授乳の効果やリスクを理

解している医療者が，母子から目を離さぬよう頻
繁に注意深く声をかけるなどケアを行っていたこ
とが推測でき，母乳育児ケアにおける安全性の確
保がされていた。また，母子同室や夜間授乳を行
う母親は，行わない母親よりも，母乳育児ケアを
より多く受けたと認知していた。母子同室の実施
率は十分高いとはいえないと報告されてきた₁₅）

が，本研究では「ずっと一緒にいた」「ほぼ一緒
にいた」母親は約8₀％，夜間授乳を「いつもして

 n=₁₄₁₂
B SE β 有意確率 VIF

年齢 .783 .₂83 .₀₅8 .₀₀₆ ₁.₀₀₆

母乳育児
関連要因

入院中の夜間授乳 ₅.₀7₉ .3₆7 .3₁₅ ＜ .₀₀₁ ₁.₁₆₆

入院中の乳頭トラブル .7₉8 .₀8₆ .₂₀7 ＜ .₀₀₁ ₁.₁3₂

母子同室 ₂.₄₀₆ .₄₁₄ .₁3₄ ＜ .₀₀₁ ₁.₂₀7

分娩後の授乳開始時間 .₉₂₂ .₂₉₉ .₀₆₉ .₀₀₂ ₁.₁₁₉

施設要因

パパママ教室での母乳育児についての説明 ₄.₆₅3 .₄₁₀ .₂₄7 ＜ .₀₀₁ ₁.₀7₀

退院後 ₂週間前後のフォロー健診（母乳相談） .87₁ .₁₄₁ .₁₄₀ ＜ .₀₀₁ ₁.₁₆3

病床数 -.₆₄₁ .₂₉₉ -.₀₄₆ .₀3₂ ₁.₀3₅

決定係数　R₂乗 .₆₁₅

重相関係数　R .37₉

自由度調整済み決定係数 .37₅

 ｎ =₁₄₁₂
B SE β 有意確率 VIF

母親属性
初産婦・経産婦 .₆₁₂ .₁₆₆ .₀₉₉ ＜ .₀₀₁ ₁.₄₆₆

年齢 .₂88 .₁₄₀ .₀₄7 .₀3₉ ₁.₀₆₅

母乳育児
関連要因

母子同室 3.₂₀8 .₁₉₉ .3₉3 ＜ .₀₀₁ ₁.₂₁3

入院中の夜間授乳 .₅₉7 .₁77 .₀8₁ .₀₀₁ ₁.₁88

分娩後の授乳開始時間 .₄7₀ .₁₄3 .₀77 ＝ .₀₀₁ ₁.₁₁₉

妊娠中に希望していた栄養方法 .₅₁₅ .₁8₁ .₀₆7 .₀₀₄ ₁.₁₁₄

入院中の乳頭トラブル .₁₁8 .₀₄₂ .₀₆7 .₀₀₆ ₁.₁₉7

上の子の母乳育児経験 -.37₂ .₁8₀ -.₀₅₅ .₀3₉ ₁.₄₄₀

施設要因

パパママ教室での母乳育児についての説明 ₁.₀37 .₁₉₉ .₁₂₁ ＜ .₀₀₁ ₁.₀₉₄

入院中のミルク会社からのお土産 .8₂7 .₁₆8 .₁₁₂ ＜ .₀₀₁ ₁.₀₆₁

退院後 ₂週間前後のフォロー健診（母乳相談） .₁₄₂ .₀₆8 .₀₅₀ .₀3₆ ₁.₁₆7

決定係数　R₂乗 .₅₅8

重相関係数　R .3₁₁

自由度調整済み決定係数 .3₀₆

表20　「要領獲得ケア」得点の重回帰分析結果（ステップワイズ法）

表21　「動機づけケア」得点の重回帰分析結果（ステップワイズ法）
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いた」「だいたいしていた」は約78％であり，母
子同室や夜間授乳の選択可能な施設が多かった。
そのような中で，母子同室や夜間授乳を行わない
母親は，疲れていたり十分睡眠がとれていなかっ
た可能性があり，休息のために医療者がケアを差
し控えたことも考えられる。また，妊娠中から母
乳育児を行うと主体的に選択していた母親の方
が，より多く母乳育児ケアを受けたことを認知し
ていた。これは，母乳育児に主体的な母親には医
療者も積極的にケアを提供することや，母親が積
極的に質問したり，ケアを受けたりすることで，
母乳育児ケア量が増加したと思われる。また，乳
頭トラブルを抱える母親の方が，母乳育児ケアを
より多く認知していたことは，乳頭トラブルに
よって授乳するのに困難な状況があったため，医
療者の対応が多くなったことが考えられる。
　施設要因では，パパママ教室における母乳育児
の話がある施設，退院後 ₂週間前後のフォロー健
診がある施設，母乳育児に関する勉強会がある施
設，病棟のスタッフ数が多い施設で，母乳育児ケ
アを受けた母親の方がそうでない施設の母親よ
り，母乳育児ケアを受けたと認知していた。この
結果から考えると，妊娠期から退院後まで母乳育
児に積極的にかかわる環境が整えられ，勉強会を
開くなどスタッフの母乳育児に関する意識が高
く，外来や病棟全体で母乳育児に取り組んでいる
施設の方が，母乳育児ケアの実施が多かったこと
わかる。また，スタッフ数が多い病棟は，時間的
余裕があり，母親らに必要な母乳育児ケアを提供
できたと推測できる。このことから，母乳育児を
推進するためには，医療者の個々のかかわりのみ
でなく，施設全体で母乳育児ケアを行う環境を整
えることも必要であることが示唆された。
2 ．状況克服ケアとの関連要因
　状況克服ケアに関連した変数に，母親の基本属
性は含まれなかった。これは，個人的属性よりも
母親の状況の困難さに関連が強いケアであるため
だと考える。
　母親の母乳育児関連要因で関連していた，入院
中の乳頭トラブルは，母乳育児の障害となる状況
の一つで，母親は痛みなどのストレスや疲労感が
あり₁₆），状況克服ケアがより多く認知されたこと
は合理的である。また，分娩後3₀分以内の授乳，

母子同室は，近年の報告でも母乳育児の継続に有
効7）と述べられているが，疲労度の大きい分娩直
後の母親や産褥早期の母乳育児が初めからうまく
いくわけではない。また，母子同室や夜間授乳は
新生児と一緒にいる時間も長く，母親の疲労感に
も影響する₁7）。そのため，母親に寄り添って状況
を克服する母乳育児ケアが提供されたと考えられ
るが，うまくいかない時期に母乳育児ケアを受け
ることができたと認知している母親は，その後，
困難な状況が生じた場合，それを克服して母乳育
児を行いたいという意思をもちやすいのではない
かと考える。また，妊娠中から母乳育児を希望し
ていた母親は，母乳育児がしたいという思いが強
いことから，状況克服のためのケアが少なくてす
むように思われるが，本研究では，希望していた
母親の方が，状況克服ケアをより多く受けていた。
母乳育児に対して意欲的な母親は，医療者も積極
的にかかわることができ，母親も主体的にケアを
求めることから，結果として状況克服ケアが多く
なったのではないか。さらに，上の子の母乳育児
経験がある母親の方が，より多く状況克服ケアを
受けていたと認知していた。このことから，母乳
育児経験がある母親にも状況克服ケアは必要であ
るということがわかった。また，一度成功体験が
ある母親は，経験があることによって状況を克服
するための的確なケアを受けることができたこと
も考えられる。
　状況克服ケアの施設要因には，パパママ教室に
おける母乳育児の話がある施設，退院後 ₂週間前
後のフォロー健診がある施設の母親が，より母乳
育児ケアを受けたと認知していた。本研究の研究
協力施設は，母乳育児について関心の高い施設で
ある可能性が考えられる。しかし，パパママ教室
における母乳育児の話がある施設（₁8.3％）は少
なかった。また，スタッフ数が多い施設の方が関
連していたが，状況克服ケアの内容から考えると，
「母乳育児がうまくいかない時，報われない気持
ちに寄り添ってくれた」や，「退院が近付いても
授乳がうまくできない時，今後について話し合う
時間を作ってくれた」というケアを行うためには，
時間的な余裕が必要であり，スタッフ数が多い施
設の母親が，より多くの状況克服ケアを受けたと
認知したのではないかと考える。
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3 ．要領獲得ケアとの関連要因
　要領獲得ケアについて関連した母親の属性は，
年齢で，若い母親の方がより多くの要領獲得ケア
を受けたと認知していた。若い母親は初産婦が多
く，授乳の要領やコツがわかっていない，また経
産婦であっても若い母親の方がケアを求めやすい
傾向があるのではないか。
　母親の母乳育児関連要因で関連した，夜間授乳
や母子同室の母親は，母乳育児の要領を獲得する
必要性を感じることが多い。それに対応して，医
療者が授乳のコツを教えるケアを提供したことが
母親に認知されていた。また，要領獲得ケアには，
「一日中が授乳で終わってしまわないように，お
乳のあげ方の要領を教えてくれた」「母乳が飲み
たいという赤ちゃんのサインを教えてくれた」と
いう項目が含まれる。このような項目は，母子同
室の場合に必要性を感じると思われ，要領獲得因
子の得点が高くなったと考える。また，乳頭トラ
ブルがあった母親は「要領獲得ケア」得点が有意
に高かった。乳頭トラブルを悪化させないために
も正しい授乳方法の獲得が必要であることから，
要領獲得ケアを多く受けたと考えられる。分娩後
3₀分以内の授乳は，状況克服ケアと同様，初めて
乳頭を吸啜する児と母親にとって，そのタイミン
グや方法など，要領をつかんでうまく授乳するこ
とは難しい。それに対して医療者の要領獲得ケア
が提供され，母親らにケアを受けたことが認知さ
れていた。
　施設要因においては，パパママ教室における母
乳育児の話，退院後 ₂週間前後のフォロー健診，
病床数が有意に関連していた。母乳育児ケア尺度
総得点や状況克服ケアと同様，このような取り組
みがある施設は，母乳育児確立に熱心であると思
われる。また，病床数₂₀床未満の施設よりも大き
い施設を利用した母親の方がより要領獲得ケア受
けたと認知していた。分娩を扱う産科病棟におい
ては，夜間の勤務体制などによる人的な数の影響
も考えられることから，病床数の大きい施設のほ
うが人的優位であることが考えられ，要領獲得ケ
アをより多く提供できるのではないか。
4 ．動機づけケアとの関連要因
　動機づけケアには，母親の属性では年齢，初産
婦・経産婦が関連した。状況克服ケア，要領獲得

ケアでは年齢のみが有意な関連を示したが，動機
づけケアでは，年齢とは独立して，初産婦のほう
がより動機づけケアを受けたと認知していた。動
機づけケアは妊娠中に行われる項目から構成され
ており，医療者は年齢と初産婦であること基準と
して，より多くの動機づけケアが必要かを判断し
ているのではないか。
　母親の母乳育児関連要因では，動機づけケアを
多く認知した母親と，妊娠中から母乳育児を希望
していた母親が関連していた。妊娠中から動機づ
けられた母親や，母乳育児の楽しみを教えても
らったと認知した母親は，同じく関連した，母子
同室，夜間授乳，分娩後の早期授乳にも取り組む
意欲をもつと考えられ，妊娠中の動機づけケアが
母乳育児確立に影響力をもっていることが推測で
きた。一方，乳頭トラブルがあった母親の方が，
動機づけケアをより多く認知していたことは，動
機づけられた母親に乳頭トラブルが多かったとい
うより，乳頭トラブルがある母親に対し，医療者
が母乳育児の楽しみを教えるようなかかわりを多
くしていたということではないかと考える。上の
子の母乳育児経験がない母親のほうがより動機づ
けケアを受けたと認知していたことについては，
成功体験のある母親でなく，経験のない母親に医
療者が母乳育児の動機づけを行っていたことがわ
かった。
　施設要因においては，パパママ教室における母
乳育児の話，入院中のミルク会社からのお土産を
渡さない施設，退院後 ₂週間前後のフォロー健診
がある施設が，動機づけケアに関連していた。母
乳育児に熱心な施設では，妊娠中から母乳育児を
促すような動機づけ，あるいは出産後に母乳育児
の楽しみを教えるような働きかけを，より多く実
施していると考えられる。
　母親が求める母乳育児ケアを受けたと認知した
ことに関連する要因が明らかになった。施設要因
については，改善できる部分もある。また，母乳
育児ケアは，医療側が提供したと思っても，母親
が受けていないと思っていては実施したことには
ならない。母親の特性や医療者のかかわりの特性
をとらえ，母親が求める母乳育児ケアが母親に届
くことが重要である。
　研究の限界として，承諾を得られた8₂施設のう
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ち₅3件は病床数が₁₉床以下であり，産科医院・ク
リニックの協力が中心となっており，本研究結果
は，比較的小規模の施設の結果を強く反映いる可
能性がある。また，協力施設は，関東・中部・関
西が約7₀％を占め，この地域の状況をより強く反
映する結果である。

Ⅴ．結論

　母親の求める母乳育児ケアに関連する，母乳育
児ケア評価尺度総得点₁₀項目，下位因子である状
況克服ケア ₉項目，要領獲得ケア 8項目，動機づ
けケア₁₁項目の要因があきらかになった。
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Abstract

Objective: The study aims were to evaluate public health nurses’ knowledge and skills related to the implementation 

of tobacco control measures and to identify training needs.

Methods: The study targeted ₃₄₄ public health nurses responsible for tobacco control in ₂₁₃ local governments 

nationwide. Prior to participation, informed consent was obtained. A survey, using a self-administered postal 

questionnaire, was conducted from January ─ February ₂₀₂₀. Data were analyzed by level of government affiliation.

Results: Public health nurses had an average of ₁₆.₆±₁₀.₇ years of work experience. A majority of respondents 

reported confidence in fewer than ₄₀％ of the listed tobacco control tasks. The most frequently requested topic of 

training for tobacco control was knowledge of the health effects of tobacco （₇₄.₀％）, followed by advocacy skills 

（₆₄.₁％）. Public health nurses in municipalities reported a significantly higher need for training in the development 

of tobacco control measures in maternal and child healthcare services compared with their counterparts in 

prefectures.

Discussion: The two topics most frequently selected by public health nurses for future training programs to support 

the implementation of tobacco control measures were: knowledge of the health effects of tobacco and advocacy 

skills. It is recommended that training curricula be tailored at the local government level based on differences in roles 

and responsibilities.

Key words：local government, tobacco control, public health nurses, training
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Identifying Training Needs for Tobacco Control:  
A Cross-sectional Study of Local Public Health Nurses in Japan

　研　究　

Ⅰ．INTRODUCTION

　The health effects of smoking and passive smoking 

are the leading causes of death from cancer and 

respiratory diseases1）. In Japan, the estimated annual 

number of excess deaths due to smoking is 128,900, 
with an additional 15,000 attributed to passive 

smoking2）. The promotion of tobacco control has 

become an important strategy for preventing lifestyle-

related diseases.

　Tobacco control in Japan has been active since 2000 
through the Health Promotion Act and the Health 

Japan 21 Plan, in alignment with the Framework 

Convention on Tobacco Control （FCTC） established 

by the World Health Organization3）. These measures 

include the prevention of passive smoking, support for 

smoking cessation, and prevention of underage 

smoking. Measures against passive smoking were 

strengthened when a revision of the Health Promotion 

Act came into effect in April 2020. The Act requires 

smoke-free indoor areas. However, in practice, nearly 

two-thirds of local governments still maintain outdoor 

smoking areas in Class I facilities4）. Studies have 

indicated that passive smoking extends to a radius of at 

least 25 meters beyond outdoor smoking areas5）. To 

support national regulations, there is a need to 

strengthen initiatives at local levels, including 

prefectures and municipalities （hereafter referred to as 

“local governments”）.
　Public health nurses play a vital role, overseeing 
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approximately 80％ of tobacco control measures in 

municipalities 6）. Therefore, there is a need to 

strengthen the capacity of local-level public health 

nurses. Studies have revealed that in comparison to 

health promotion measures such as diet and exercise, 

public health nurses exhibit a lower capacity to support 

smoking cessation7）. Despite the existence of tobacco 

control training programs offered by the national 

government ─ such as the National Institute of Public 

Health short-term training program and the health-

integrated Medical Sciences training program ─ only a 

few individuals have the opportunity to enroll in these 

courses. This suggests a gap in the in-service education 

system. In addition, the specific tobacco control 

training needs at different levels of local government, 

such as municipalities and prefectures, remain unclear.

　In response to the Healthy Japan 21 （Third Term） 
Plan8） formulated by the national government in 

FY2023, local governments are set to devise regional 

plans starting from FY2024, and to implement 

measures accordingly. Throughout this period, it is 

expected that clarifying the training needs of local 

public health nurses responsible for tobacco control 

and incorporating these needs into specialized in-

service education will contribute to strengthening 

nurse capacity. This, in turn, is expected to advance 

tobacco control efforts within local governments. 

Thus, the primary objective of this study is to identify 

the training needs of local public health nurses in 

relation to tobacco control.

Ⅱ．METHOD

1 ．Research Design 
　This was a cross-sectional study.

2 ．Survey Target 
　The survey targeted public health nurses primarily 

responsible for tobacco control in local governments.

3 ．Survey Method 
　A survey, using a self-administered questionnaire, 

was conducted through postal mail from January ─
February 2020. Initially, the health and hygiene 

departments of 1,898 local governments nationwide 

were contacted in writing to confirm their willingness 

to cooperate in the research. Subsequently, 213 local 

governments were formally invited to participate. The 

survey request letter, including the questionnaire, was 

sent to the head of each department or the supervising 

public health nurse. They were requested to distribute 

these materials to public health nurses responsible for 

tobacco control. The survey involved 344 respondents. 

Upon completion, the questionnaires were returned to 

the researcher directly by the participants. 

4 ．Data Collection 
　Data were collected on the following:

1 ）Participant characteristics

　  Data on participant characteristics, including sex, 

level of government affiliation （municipality, city 

with health center, or prefecture）, years of 

experience as a public health nurse, and years of 

experience in tobacco control, were collected.

2 ）Confidence practicing tobacco control tasks

　 Participants were asked to rank their level of 

confidence in practicing tobacco control tasks using 

a six-point scale ranging from “not at all” to 

“almost 100 percent.”
3） Training needs for tobacco control implementation

　 Using a tool previously developed by researchers9）, 

15 multiple-response questions on tobacco control-

related topics were selected to help identify training 

needs for tobacco control practices. Knowledge-

related topics included the FCTC, the health effects 

of tobacco （including new tobacco products）, the 

revised Health Promotion Act, passive smoking 

control measures, smoking cessation support, 

smoking prevention education, development of 

tobacco control measures within maternal and child 

health services, and development of tobacco control 

measures within adult health services. Skills-related 

topics included advocacy, cross-sectoral and cross-

organizational collaboration, coordination and 

negotiation, documentation and presentation, 

monitoring and evaluation, and visualizing the 

results of activities.

5 ．Statistical Analysis 
　Descriptive statistics were calculated for all 

variables. Training needs to support tobacco control 
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were analyzed by respondents’ local government 

affiliation （i.e., municipality, city with health centers, 

or prefecture） using Pearson’s chi-square test （residual 

analysis）. IBM SPSS ver27 was used to conduct the 

analysis, and a significance level of 5％ was used.

6 ．Ethical Considerations
　This study was approved by the Gifu University of 

Medical  Science Research Ethics Committee 

（Approval No.: 2019-4）. The study adhered to the 

ethical principles of medical research outlined in the 

Declaration of Helsinki （1964） and subsequent 

revisions. The participants were provided with written 

explanations of the study purpose, survey content, 

voluntary participation including withdrawal without 

disadvantages, protection of personal information, 

proper data management, and publication of results. 

Informed consent was obtained with the return of the 

questionnaire.

Ⅲ．RESULTS

　A total of 301 cases with no missing values in the 

respondent characteristics were included in the 

analysis. Participants were predominantly female 

（93 .4％）,  a n d  66 .4％ w e r e  a f f i l i a t e d  w i t h 

municipalities, 20.3％ with cities with health centers, 

and 13.3％ with prefectures. The mean number of 

years of experience was 16.6±10.7 years working as a 

p u b l i c  h e a l t h  n u r s e  a n d  4 .2±5 .3  y e a r s  o f 

responsibility for implementing tobacco control 

measures.  Over half  of  respondents reported 

confidence in fewer than 40％ of the listed tobacco 

control tasks （Table 1）.
　The topic  most  f requent ly  selected by a l l 

respondents （74.0％） for training was knowledge of 

the health effects of tobacco （including new tobacco 

products）. This was followed by advocacy skills to 

raise awareness of tobacco control （64.1％）, support 

for smoking cessation （52.8％）, and skills to visualize 

the results of activities （50.2％）. 
　Within each level of local government, knowledge 

of the health effects of tobacco and advocacy skills 

ranked highest among the training needs identified. In 

municipalities, the next most frequently mentioned 

topics included support for smoking cessation, 

Table 1 ．Participant characteristics and reported confidence to implement tobacco control tasks

Characteristic n ％
Sex （n＝₃₀₁）

Female ₂₈₁ ₉₃.₄
Male ₂₀ ₆.₆

Local government affiliation （n＝₃₀₁）
Municipality ₂₀₀ ₆₆.₄
City with health center （s） ₆₁ ₂₀.₃
Prefecture ₄₀ ₁₃.₃

Years of experience as a public health nurse （n＝₃₀₁）
Mean ± standard dev ₁₆.₆ ± ₁₀.₇ years

Years of experience in tobacco control （n＝₂₈₈）
Mean ± standard dev ₄.₂ ± ₅.₃ years

Confidence to implement tobacco control tasks （n＝₃₀₁）
Almost ₁₀₀ percent ₀  ₀.₀ 
About ₈₀ percent ₃₇ ₁₂.₃
About ₆₀ percent ₉₇ ₃₂.₂
About ₄₀ percent ₉₂ ₃₀.₆
About ₂₀ percent ₅₅ ₁₈.₃
Not at all ₂₀ ₆.₆
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measures against passive smoking, and skills to 

visualize the results of activities. In prefectures, 

monitoring and evaluation methods, measures against 

passive smoking, documentation and presentation 

skills, and skills to visualize the results of activities 

were the next most frequently identified training needs. 

The chi-square test （residual analysis） revealed a 

significant difference only for development of tobacco 

control for maternal and child healthcare services, with 

a higher need reported in municipalities than in 

prefectures （p=0.023） （Table 2）.

Ⅳ．DISCUSSION

　This study employed a nationwide survey of public 

health nurses in local governments to identify further 

t raining required to support  tobacco control 

implementation. The results revealed differences in 

training needs based on the participants’ characteristics 

and workplace affiliations.

1 ． Characteristics of local public health nurses 

and training needs

　The study participants, with an average of 16.6 

years of experience as public health nurses and 4.2 
years of experience in tobacco control, reported a 

notable level of expertise. However, a majority of the 

respondents expressed confidence in fewer than 40％ 

of the listed tobacco control tasks, emphasizing the 

need to strengthen practical skills in this domain. 

Given regional differences in approaches to tobacco 

control among local governments and an overall lack 

of discernible progress6）, it can be inferred that 

opportunities for training and capacity building are 

limited. The scarcity of specialized training focused on 

tobacco control and the lack of opportunities to acquire 

relevant knowledge and skills exacerbate the 

challenge.

　Studies have identified unique barriers to effective 

tobacco control promotion, such as conflicts of interest 

between smokers and non-smokers9） and tensions 

between government and the tobacco industry. 

Misconceptions about the harm of smoking and 

passive smoking further complicate the landscape10）. 

In the face of these complexities, public health nurses 

in local governments will be needed to help devise 

Table 2 ．Comparison of tobacco control training needs identified by local government affiliation （n＝231）

Training topic

Frequency of selection

Total By local government affiliation

Total 
（n＝231） 

 
n （％）

Municipality 
（n＝154） 

 
n （％）

City with 
health center 
（n＝49）

 
n （％）

Prefecture 
（n＝28） 

 
n （％）

p*

1 . WHO Framework Convention on Tobacco Control applicable 57 （24.7） 37 （24.0） 13 （26.5） 7 （25.0） 0.938
2 . Health effects of tobacco （including new tobacco products） applicable 171 （74.0） 117 （76.0） 34 （69.4） 20 （71.4） 0.622
3 . Revised Health Promotion Act （Health Japan 21） applicable 97 （42.0） 71 （46.1） 17 （34.7） 9 （32.1） 0.196
4 . Passive smoking control measures applicable 113 （48.9） 79 （51.3） 19 （38.8） 15 （53.6） 0.271
5 . Smoking cessation support applicable 122 （52.8） 87 （56.5） 23 （46.9） 12 （42.9） 0.269
6 . Smoking prevention education applicable 102 （44.2） 74 （48.1） 18 （36.7） 10 （35.7） 0.240 
7 . Development in maternal and child health services applicable 86 （37.2） 64 （41.6） 18 （36.7） 4 （14.3） 0.023
8 . Development in adult health services applicable 91 （39.4） 66 （42.9） 19 （38.8） 6 （21.4） 0.102
9 . Advocacy skills （awareness raising） applicable 148 （64.1） 98 （63.6） 31 （63.3） 19 （67.9） 0.904
10. Cross-sectoral and cross-organizational collaboration skills applicable 72 （31.2） 48 （31.2） 17 （34.7） 7 （25.0） 0.677
11. Coordination and negotiation skills applicable 75 （32.5） 46 （29.9） 19 （38.8） 10 （35.7） 0.473
12. Documentation and presentation skills applicable 95 （41.1） 63 （40.9） 18 （36.7） 14 （50.0） 0.521
13. Monitoring and evaluation methods applicable 105 （45.5） 69 （44.8） 19 （38.8） 17 （60.7） 0.171
14. Skill in visualizing the results of activities applicable 116 （50.2） 78 （50.6） 24 （49.0） 14 （50.0） 0.979
15. Other applicable 3 （1.3） 2 （1.3） 1 （2.0） 0 （0.0） 0.749
* Pearson’s chi-square test （residual analysis）
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comprehensive tobacco strategies tailored to local 

characteristics. The findings of this study suggest that 

the development of remote or self-study educational 

programs for public health nurses may be beneficial. 

In addition, it may be useful to collect best practices 

from across the country to support the development of 

guidelines to launch and implement local tobacco 

control strategies.

　Overall, the training needs most frequently 

identified by respondents included knowledge of the 

health effects of tobacco, advocacy skills, and support 

for smoking cessation. In Japan, new types of tobacco 

products, such as heated tobacco products, are rapidly 

gaining popularity and are used by approximately 

30％ of habitual smokers11）. In addition, the smoking 

rate among adults has been plateauing in recent 

years11）. This suggests that large numbers of smokers 

are either indifferent to quitting or highly dependent 

on nicotine and face difficulty in quitting. Evidence-

based professional knowledge and applied skills are 

essential to providing tailored, individualized support 

within adult health services such as health counseling, 

cancer screening, and dental health services. 

Strengthening public knowledge of the health effects 

of tobacco, including new products, is essential to 

achieving government tobacco control aims.

　Given the many barriers to tobacco control ─ which 

are both internal and external to health agencies ─
there is a need for local public health nurses to develop 

advocacy skills. Tobacco control advocacy is a 

combination of activities that bring about changes 

within organizations and society to reduce tobacco use 

and related health issues12-13）. The starting point for 

local tobacco control is advocacy to educate about its 

importance, targeting residents, stakeholders and a 

wide range of government employees9）. Therefore, 

there is a need to strengthen the skills and capacities of 

public health nurses to engage in effective advocacy.

　Public health nurses in municipalities reported a 

significantly higher need for the development of 

tobacco control measures within maternal and child 

healthcare services compared with their counterparts 

in prefectures. By contrast, prefecture-based public 

health nurses expressed the need for training in 

monitoring and evaluation methods, documentation 

and presentation skills, and skills to visualize the 

results of activities. These differences in priorities may 

arise from differences in the roles and duties of public 

health nurses in municipalities and prefectures14）, in 

addition to differences in the type and scale of 

collaboration with partner organizations. Maternal and 

child healthcare services are mainly implemented by 

municipalities14）. Short-term smoking cessation 

support （including prevention of relapse） and methods 

to prevent passive smoking at home are particularly 

important for pregnant women and partners who can 

be reached by public health nurses during pregnancy 

registration, infant visits and health examinations, and 

other maternal and child health services administered 

largely by municipalities. By contrast, prefecture-

based public health nurses may be involved in large-

scale programs to promote tobacco control measures. 

Monitoring and evaluation skills are therefore both 

practical and necessary. In-service education should be 

tailored to the specific duties and needs of each level 

of government and primary workplace.

2 ．Study limitations and future issues

　Although this study is the first to identify the self-

identified training needs of local public health nurses 

in relation to tobacco control, only about 12％ of local 

governments nationwide participated. Since the 

respondents within this study may be unrepresentative, 

perhaps due to greater interest in tobacco control, it 

may be useful to expand the sample to a wider 

participant population in future investigations. In 

addition to training content, it is necessary to consider 

teaching methods, the current status of tobacco control 

measures implemented by local governments, and the 

capacity and readiness of public health nurses to 

develop and support new measures. Finally, the 

development of an educational program based on the 

training needs identified in this study is an important 

future task.

Ⅴ．CONCLUSIONS

　This study investigated tobacco control knowledge 
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and skills among local public health nurses and 

identified gaps for future training. Up-to-date 

knowledge of the health effects of tobacco and 

advocacy skills were the two training topics most 

frequently requested by public health nurses. It is 

further recommended that training programs are 

tailored to different levels of local governments based 

on differences in roles and responsibilities.

ACKNOWLEDGEMENTS

　We would like to express our sincere gratitude to all 

survey respondents and administrators who facilitated 

their participation in this survey. This study was 

conducted  as  par t  o f  the  Deve lopment  o f  a 

Competency Assessment Scale for Public Health 

Nurses Regarding the Promotion of Tobacco Control 

in Local Governments （research representative: 

Chikako Michibayashi） research program and was 

supported by JSPS Grants-in-Aid for Scientific 

Research 16K12352 and 19K11262. A portion of this 

paper was presented at the 40th Annual Meeting of the 

Japanese Society of Nursing Science. We thank Edanz 

（https://jp.edanz.com/ac） for editing a draft of this 

manuscript.

　The authors have no conflicts of interest to declare 

that are relevant to the content of this article.

LITERATURE

₁ ）Ikeda N., Inoue M., Iso H., et al. （₂₀₁₂）: Adult mortality 

at tr ibutable to preventable r isk factors for  non-

communicable diseases and injuries in Japan:  a 

comparative risk assessment. PLoS Med, ₉  （ ₁）, 
e₁₀₀₁₁₆₀.

₂ ）Smoking and Health Report of the Study Group on the 

Health Effects of Smoking （₂₀₁₆）: https://www.mhlw.

go.jp/stf/shingi₂/₀₀₀₀₁₃₅₅₈₆.html, accessed October ₃₁, 
₂₀₂₃ （in Japanese）.

₃ ）World Health Organization. （₂₀₀₃）. WHO Framework 

Convention on Tobacco Control.

　　http://www.who.int/tobacco/framework/WHO_FCTC_

english.pdf. accessed October ₃₁, ₂₀₂₃.
₄ ）FY₂₀₁₉-₂₀₂₁ Health and Labor Sciences Research “Study 

on Impact Assessment of Tobacco Policies such as Passive 

Smoking Prevention” （Principal Investigator: Masakazu 

Nakamura） Fact Sheet for the Promotion of Tobacco 

Control, ₂₀₂₁ Edition “Strengthening Legal Regulations to 

Prevent Passive Smoking （P）”. https://www.e-healthnet.

mhlw.go.jp/information/tobacco/t-₀₄-₀₀₅.html, accessed 

October ₃₁, ₂₀₂₃. （in Japanese）
₅）Yamato H, Mori N, Horie R, et al. Designated smoking 

areas in streets where outdoor smoking is banned. Kobe J 

Med Sci. ₂₀₁₃, ₅₉ （ ₃）, E₉₃-E₁₀₅.
₆ ）Michibayashi C., Nakamura M., Sakai T., et al. （₂₀₁₆）: 

Actual conditions of tobacco control promotion in 

municipalities in Gifu Prefecture, Tokai Journal of Public 

Health, ₄  （ ₁）, ₁₁₀-₁₁₉. （in Japanese）
₇）Muramoto A., Nakamura T., Sugita Y., et al. （₂₀₁₅）: 

Consideration of self-evaluation results on health guidance 

skills, full medical checkup, ₃₀ （ ₃）, ₆₂₃-₆₃₁. （in 

Japanese） 
₈ ）Ministry of health, labour and Welfare （₂₀₂₃）: Healthy 

Japan ₂₁ （Third Term）
　　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_

iryou/kenkou/kenkounippon₂₁_₀₀₀₀₆.html, accessed 

October ₃₁, ₂₀₂₃. （in Japanese）
₉）Michibayashi C., Omote S., Nakamura M., et al. （₂₀₁₉）; 

Competency model for public health nurses working on 

tobacco control in local governments in Japan: A 

qualitative study, Japan Journal of Nursing Science, ₁ -₁₆.
₁₀）Satterlund TD., Cassady D., Treiber J., et al. （₂₀₁₁）: 

Barriers to adopting and implementing local-level tobacco 

control policies, J Community Health, ₃₆ （ ₄）: ₆₁₆-₂₃. 
doi: ₁₀.₁₀₀₇/s₁₀₉₀₀-₀₁₀-₉₃₅₀-₆.

₁₁）Ministry of health, labour and Welfare （₂₀₂₀）: Report on 

the National Health and Nutrition Survey in ₂₀₁₉. https://

www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/

kenkou/eiyou/r₁-houkoku_₀₀₀₀₂.html, accessed October 

₃₁, ₂₀₂₃. （in Japanese）
₁₂）World Health Organization. （₁₉₉₅）: Advocacy strategies 

for health and development: Development communication 

in Action. http://apps.who.int/iris/handle/₁₀₆₆₅/₇₀₀₅₁, 
accessed October ₃₁, ₂₀₂₃.

₁₃）Nakamura M. （₂₀₁₇）: Rethinking advocacy: Reflections 

on the seminar. Journal of Japan Society for Health 

Education, ₂₅ （ ₂）, ₁₃₂-₁₃₄. （in Japanese）
₁₄）Ministry of Health, Labour and Welfare （₂₀₂₃）: Survey of 

Health Nurses’ Activity Areas in ₂₀₂₂ （Activity Survey）. 
　　https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hoken/

katsudou/₀₉/dl/r₀₄_kekka.pdf, accessed October ₃₁, ₂₀₂₃. 
（in Japanese）



47

連絡先
成順月　jsei@u-gifu-ms.ac.jp

要　　　　　旨

【目的】月経前症候群（以下：PMS）のセルフマネジメントアプリを開発し，パイロット試験によりその効果と有

用性を確認することである。

【方法】月経に伴う日々の症状を記録し，セルフケアを促すスマートフォンをベースとした PMSマネジメントア

プリを開発し，女子高校生₆₅人を対象にパイロット試験を行った。対象者に本アプリを ₃ヵ月間使用してもらい，

追跡できた₅₉人を分析対象とし，アプリ使用後における PMSの知識，症状の出現割合，月経痛程度の変化，自己

管理におけるアプリの有用性について調べた。

【結果】アプリ使用後，PMSの出現時期や特徴について「知っている」と回答した割合は有意に高くなり，PMS

の身体症状の出現割合と月経痛程度の得点は有意に低下した。 ₇割以上がアプリ使用によって「PMS症状の出現

時期や程度を正確に把握できた」「PMSの自己管理に有用であった」「不快症状への対処方法が参考になった」と

評価していた。

【考察】本アプリは月経痛や PMSの身体症状のセルフケアを促す効果があり，PMSのセルフマネジメント支援ツー

ルとして有用である可能性が示唆された。

Key words：月経前症候群 , アプリ , セルフマネジメント , パイロット試験

Abstract

Objective: This study aimed to develop a smartphone application （app） for premenstrual syndrome （PMS） self-

management and confirm its effectiveness and usefulness through a pilot study.

Methods: We developed a PMS management app for smartphones that recorded daily symptoms associated with 

menstruation and encouraged self-care, and conducted a pilot test with ₆₅ female high school students. Participants 

were requested to use the app for three months and their knowledge about PMS, symptoms, and menstrual pain levels 

were compared before and after using the app. Further, we investigated its usefulness in self-management. We 

analyzed data from ₅₉ people who could be followed for three months.

Results: The proportion of people who stated they “knew” about the timing and characteristics of PMS increased 

significantly, while that of people with physical symptoms of PMS and the severity of menstrual pain decreased 

significantly after using the app. Over ₇₀％ of the respondents evaluated the app as “being able to accurately grasp 
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Ⅰ．序論

　月経前症候群（PMS： premenstrual symptoms）は，
月経前 ₃～₁₀日の間に現れる精神的あるいは身体
的症状群で，心理的・生理的変化が大きい発達時
期である思春期女子において，無視できない健康
問題である。日本の女子高校生の₆₄.₆％が月経前
症候群（以下：PMS）の症状を ₁つ以上呈してお
り，₁₁.₆％が中等度以上の PMSを抱えているこ
とが報告されている₁）。また，PMSは思春期女子
の集中力やモチベーション，学習成績などの学校
生活₂）や QOLに負の影響₃）を与えることが報告
されている。
　一方，PMSは原因やメカニズムが明らかになっ
ていないため，確立された標準的な治療法がない。
そのため，PMSの症状緩和に向けたセルフケア
が重要となる。しかし，思春期女子は PMSにつ
いての認知度が低いため₄, ₅ ），症状があらわれて
もそれが PMSによるものであることに気づかず，
不快症状や苦痛を抱えながら過ごしているものが
少なくない。PMSに伴う不快症状や苦痛を軽減
させ，生活の質を高めるためには，自分の状態を
正確に把握し，症状に対応してケアを行うマネジ
メントが欠かせない。適切なセルフケアを行うた
めには，PMSの症状や対処方法について学び，
自分に現れる症状や出現時期を継続的に観察しマ
ネジメントする必要がある。そのため，簡単で継
続しやすいセルフマネジメントツールが求められ
る。
　近年，IT普及によりスマートフォンをベース
としたアプリケーションの開発が急増し，さまざ
まな健康問題の自己管理ツールとして見なされて
おり，その効果への期待も高まっている₆）。無料
の月経関連アプリも数多く開発され利用者も増え
ている₇）。月経追跡アプリは，思春期女子におい
てダウンロード数が ₂番目に多い健康アプリに

なっていると言われている₈）。女子大学生を対象
とした藤田らの調査₉）によると，対象者の ₄割強
が月経アプリを利用しており，利用していないも
のより自身の月経周期を把握している割合が有意
に高かった。このように月経記録アプリは使いや
すく，操作が簡単であるため日常的な月経管理に
取り入れやすい。しかし，月経関連アプリの殆ど
は，排卵日や次の月経開始日の予測を主な目的と
しているため，症状管理をサポートするためには
さらなる開発が必要である₇, ₁₀）。江川らは，PMS

患者が月経随伴症状やその他の健康情報をスマー
トフォンで簡便に入力できるアプリシステムを開
発し，通院している患者を対象に比較対照研究を
実施した。その結果，アプリ記録群では記録の簡
便さやデータの見やすさなどのメリットが確認さ
れた一方で，紙記録群では面倒さや煩雑さが指摘
され，スマートフォンアプリは負担が少なく取り
組みやすいツールとして受け入れやすいことが示
された₁₁）。このことから，簡単にアクセスでき自
己管理に取り組みやすい有効なスマートフォンア
プリの開発が必要である。
　そこで，本研究は日々の症状を継続的に記録・
観察し，セルフケアを促すスマートフォンをベー
スとした PMSマネジメントアプリ（以下：アプリ）
を開発し，PMSの認知度が低い女子高校生を対
象にパイロット試験を行い，その効果と有用性を
確認することを目的とした。スマートフォンが普
及している₁₀代にとって，PMSに関する知識も
組み入れたアプリはセルフマネジメントに活用し
やすいツールであると考える。

Ⅱ．方法

1 ． 研究デザイン：アプリによる介入を行い，介
入前後を比較した準実験研究。

2 ． 研究対象：研究協力への承諾が得られた岐阜
県の A高等学校に在籍しており，本研究へ

the timing and degree of PMS symptoms,” “being useful for menstrual symptom self-management,” and 

“continuously using the app.”
Discussion: The results of this study indicate the effectiveness of the app in improving knowledge about PMS and its 

usefulness as a tool to encourage PMS management.

Key words：premenstrual syndrome, app, self-management, pilot study
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の参加に同意した女子生徒₆₅人を対象とし
た。

3 ．アプリの開発：
　 ₁） アプリの概要：アプリは QRコードを読み

取り，各自がスマートフォン（iOS/

Android）にインストールし，各自に付与
した固有の IDとパスワードでログインし
て利用する。月経に関する基本情報（最近
の月経期間や月経周期）を入力すると，次
回の月経期間，排卵期間，PMSの出現可
能な期間が含まれる月経 ₁周期を示すグラ
フ画面が表示される。体調記録画面から現
れた症状にチェックを入れると，月経周期
毎に体調履歴カレンダーにまとめられるの
で，自分の症状や出現時期を客観的に把握
することができる。また，アプリ上のどこ
からも PMSに関する知識が書かれている
画面にリンクできるようになっている。症
状別に様々な対処方法を紹介しているた
め，自分にあうケア方法を探ることが可能
である。

　 ₂） アプリシステム :インターネットブラウザ
を用いて，ユーザが入力したデータはクラ
ウドデータベースに保存されるようにシス
テム化し，研究代表者が随時閲覧できるよ
うにした。

4 ． 介入と調査方法：対象高校の学生全員を対象
に健康講座として PMSの特徴や症状及び対
応方法などについての講義を₄₅分間行った。
講座終了後，研究参加に同意した女子学生に
質問紙と IDカードを配布し，アプリ使用前
のベースライン調査を実施した。質問紙はそ
の場で回答し，同封の返信用封筒に入れ回収
箱に投函する方法で回収した。その後，アプ
リの概要と利用方法について説明を行った
後，各自固有の IDとパスワードが記載され，
アプリの QRコードが貼り付けられた「ID

カード」を配布し，QRコードからアプリを
各自のスマホにインストールし，約 ₃ヵ月間
（₂₀₂₂年₁₀月₂₁日～₂₀₂₃年 ₁ 月₃₀日）使用す
るようにした。アプリを ₃ヵ月間利用した後，
学校の担当教員の協力下で第 ₂回目の質問紙
調査を実施した。第 ₁回目の調査は₂₀₂₂年₁₀

月₂₁日に実施・回収し，第 ₂回目の調査は約
₃ヵ月後の₂₀₂₃年 ₂ 月 ₁ 日～ ₉ 日に実施し
た。

5 ．調査内容：
　 ₁） 対象者の属性：学年，月経周期，月経痛の

有無，月経関連症状による治療の有無など
について回答を得た。

　 ₂） PMSに関する知識：PMS症状の出現時期
や特徴などに関する ₆項目に対して「知っ
ている」と「知らない」で回答を得た。

　 ₃） 月経痛の程度 : 月経痛は視覚的アナログ尺
度である VAS（Visual Analogue Scale）を
用いて評価した。VASは左端に ₀（痛み
のない状態），右端に₁₀₀mm（耐えられな
い痛み）の数値を記入した測定スケールに，
現在の痛みの位置に印をつけてもらい， ₀
の位置と印の位置の長さを計測し，痛みの
強度を数値化する尺度で，月経痛の評価法
として信頼性と妥当性が証明されてい
る₁₂）。

　 ₄） PMSの出現状況：PMSは宮岡ら₁₃）が開発し，
信頼性と妥当性が証明された月経前不快気
分 障 害（PMDD: Premenstrual Dysphoric 

Disorder）評価尺度を用いて評価した。こ
の尺度は PMSの精神的・身体的症状に関
する₁₂項目と生活上の支障に関する ₅項目
の計₁₇項目からなっており，各項目は「₁.な
かった」「₂.少しあった」「₃.あった」「₄.と
ても強くあった」の ₄段階で評価する。

　 ₅） アプリ利用後の評価：月経周期や排卵日，
自身の PMS症状の出現時期や程度の把握，
自己管理における有用性，使いやすさなど
₇項目について「そう思う」「そう思わない」
で回答を得た。

　　　 　ベースライン時（第 ₁回目）の調査内容
は上記の ₁）～ ₄），第 ₂回目の調査内容
は ₂）～ ₅）から構成された。

6 ．統計解析：
　 ₁） 属性や月経関連情報，アプリ使用後の効果

や有用性についての評価は単純集計で調べ
た。

　 ₂） アプリ使用前後における PMSの特徴につ
いて「知っている」と回答した割合を算出
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し，McNemar検定で割合の変化を調べた。
　 ₃） アプリ使用前後における PMSの各症状・

日常生活支障の各項目に対して，「あった」
または「とても強くあった」と回答した割
合を算出し，McNemar検定で変化を調べ
た。月経痛程度（VAS測定値得点）を間
隔尺度とみなし，対応のある ₂群のｔ検定
で，アプリ使用前後の平均得点の変化を調
べた。

　　　 　統計解析は統計ソフト IBM SPSS statistic 

ver.₂₆を用い，有意水準は ₅％とした。
7 ．倫理的配慮
　岐阜医療科学大学の倫理委員会の承認（承認番
号：₂₀₂₂-₁₅）を得たうえで，ヘルシンキ宣言（₁₉₆₄
年）及びその後の改訂に記載されている医学研究
の倫理原則に従って実施した。保護者に対しては
本研究の趣旨や方法，研究への協力は自由意思で
ある，途中で辞退可能であること，得られたデー
タは個人が特定されないように匿名化し，本研究
の目的以外には使用しないことなどを文章で説明
した。保護者の同意が得られた生徒に対しても同
様な説明を行い，同意が得られたもののみを本研
究の対象とした。なお，回収した調査票やデータ
の保存期間は論文等の発表後₁₀年間とする。

Ⅲ．結果

　協力が得られた₆₅人のうち， ₃ヵ月後の第 ₂回
目の調査まで追跡できた₅₉人（追跡率：₉₀.₈％）
のデータを分析した。
1 ．対象者の属性：
　表 ₁は，対象者の学年や月経関連情報の分布を

示す。対象女子学生で最も多かったのは ₂年次で
約半数を占め，次いでに ₁年次と ₃年次であった。
月経周期は₂₅～₂₈日が₇₆.₃％と最も多く，月経不
順が₁₁.₉％を占めていた。月経痛を抱えているも
のは₇₁.₂％いたが，月経関連症状で治療を受けた
経験があるまたは治療中のものは₅.₁％と少な
かった。
2 ．�アプリ使用前後における PMS の各特徴を
「知っている」と回答した割合

　図 ₁は，アプリ使用前の質問紙調査とアプリ使
用 ₃ヵ月後の質問紙調査で，PMSの各特徴につ
いて「知っている」と回答した割合とMcNemar

検定結果を示す。 ₆項目のうち， ₅項目について

表 1 　対象者の属性（n=59）
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59.3

71.2

84.5

35.6

79.3

45.8

32.2

42.4

79.3

11.9

46.6

生理が始まる3～10日前位から始まる

排卵後から次の生理開始前の間で現れる

生理が始まると弱まり、徐々に消えていく

イライラや抑うつなどの精神的不調もある

少なくとも2回以上の月経周期で繰り返し現れる

月によって異なる症状が現れることがある

アプリ使用前

アプリ使用後

**

**

**

**

***

図 1 　アプリ使用前後における PMS の特徴を「知っている」割合（％）
*p ＜ .05, **p ＜ .01 **p ＜ .001 （McNemar’s test）

　 n ％
学年
　 ₁年次 ₂₂ ₃₇.₃
　 ₂ 年次 ₂₉ ₄₉.₁
　 ₃ 年次 ₈ ₁₃.₆
月経周期
　₂₅日未満 ₅ ₈.₅
　₂₅ ～ ₃₈日 ₄₅ ₇₆.₂
　₃₉ ～ ₃ ヵ月未満 ₂ ₃.₄
　不順 ₇ ₁₁.₉
月経痛の有無
　あり ₄₂ ₇₁.₂
　なし ₁₇ ₂₈.₈
月経関連による治療経験
　ない ₅₆ ₉₄.₉
　過去にある ₂ ₃.₄
　現在治療中 ₁ ₁.₇
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アプリ使用後に「知っている」と回答した割合が
高くなり，有意差が認められた。しかし，「すく
なくとも ₂回以上の月経周期で繰り返し現れる」
についてはアプリ使用後も₃₅.₆％と，知っている
割合が増えたものの，認識していないものが多い
結果であった。「いらいらや抑うつなどの精神的
不調も現れる」ことについては，アプリ使用前か
ら約 ₈割が認識していた。
3.．�アプリ使用前後における PMS 症状・日常生
活支障の出現割合と月経痛得点

　表 ₂は，アプリ使用前後における PMS症状や
日常生活支障が「あった」「とても強くあった」
と答えた割合と月経痛の平均得点，それぞれマク
ネマー検定と t検定で ₂時点の差を調べた結果を
示す。PMS症状が ₁つ以上の割合は ₂時点とも
に₇₂.₉％と変化がなかったが，日常生活上の支障
が ₁項目以上あった割合はアプリ利用前の₂₈.₈％
からアプリ使用後には₂₃.₇％に低下していた。し

かしいずれも有意差は認められなかった。PMS

の症状別にみると，身体症状の出現割合がアプリ
使用前の₅₀.₈％から使用後は₄₇.₅％と有意に低下
していた（p＜ .₀₅）。精神症状や自律神経症状を
含めたその他の症状と日常生活上の支障において
は，アプリ使用前後で有意差が認められなかった
ものの，殆どの項目でアプリ使用後に出現割合が
低下していた。一方，アプリ使用後に月経痛の平
均得点は使用前より有意に低下していた（p
＝ .₀₃₆）。
4 ．アプリ使用後の評価
　図 ₂は，アプリ使用効果や使いやすさなどに関
する ₇項目について「そう思う」と回答した割合
を示す。「そう思う」と回答した割合は₇₁.₂％～
₇₈％と，すべての項目において ₇割以上を占めて
いた。特に「月経周期や排卵日の把握ができた」
「PMSの自己管理に有用である」と回答した割合
は₇₈％と最も高かった。「使いやすかった」は

表 2 　アプリ使用前後における PMS の症状・日常生活支障の出現割合と月経痛得点

使用前 使用後
ｎ ％ ｎ ％ p

PMS症状を ₁つ以上有する ₄₃ ₇₂.₉ ₄₃ ₇₂.₉ n.s.

日常生活上の支障が ₁つ以上ある ₁₇ ₂₈.₈ ₁₄ ₂₃.₇ n.s.

PMS症状の出現状況
　①抑うつ気分または絶望的な気分になる。 ₉ ₁₅.₃ ₁₂ ₂₀.₃ n.s.

　②不安になる，または緊張する。 ₁₁ ₁₈.₆ ₁₃ ₂₂.₀ n.s.

　③涙もろくなる，または突然悲しくなる。 ₁₅ ₂₅.₄ ₁₅ ₂₅.₄ n.s.

　④怒りっぽくなる，イライラする，または人にあたる。 ₂₂ ₃₇.₃ ₁₈ ₃₀.₅ n.s.

　⑤興味がなくなる（勉強，学校，趣味など） ₁₀ ₁₆.₉ ₇ ₁₁.₉ n.s.

　⑥集中力が低下する。 ₂₄ ₄₀.₇ ₂₁ ₃₅.₆ n.s.

　⑦疲れやすくなる，または気力がなくなる。 ₂₈ ₄₇.₅ ₂₆ ₄₄.₁ n.s.

　⑧食欲が増す，または特定の食べ物が欲しくなる。 ₃₂ ₅₄.₂ ₂₉ ₄₉.₂ n.s.

　⑨いつもより眠りすぎる。 ₂₈ ₄₇.₅ ₂₄ ₄₀.₇ n.s.

　⑩いつもより眠れなくなる。 ₈ ₁₃.₆ ₆ ₁₀.₂ n.s.

　⑪自分をコントロールできない感じになる。 ₁₁ ₁₈.₆ ₁₀ ₁₆.₉ n.s.

　⑫身体症状のどれかが現れる。 ₃₀ ₅₀.₈ ₂₈ ₄₇.₅ *

日常生活上の支障
　①勉強の能率に支障がでた。 ₁₃ ₂₂.₀ ₁₂ ₂₀.₃ n.s.

　②家事に支障がでた。 ₁₃ ₂₂.₀ ₁₀ ₁₆.₉ n.s.

　③学校の人との関係に支障がでた。 ₅ ₈.₅ ₄ ₆.₈ n.s.

　④家族との関係に支障がでた。 ₆ ₁₀.₂ ₃ ₅.₁ n.s.

　⑤友人・知人との関係に支障がでた。 ₀ ₀.₀ ₁ ₁.₇ n.s.

月経痛得点　　Mean　SD ₅₂.₄ ₂₅.₂ ₄₄.₃ ₂₇.₅ *
*p<₀.₀₅，検定方法：PMS症状と日常生活支障の出現割合の差はMcNemar＇s test，月経痛得点の差は t test
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₇₆.₃％，「PMSの出現時期や程度の把握ができた」
は₇₄.₆％，「不快症状への対処方法が参考になっ
た」は₇₂.₉％であった。

Ⅳ．考察

　本研究は，PMSのセルフマネジメントを手伝
うアプリを開発し，女子高校生を対象としたパイ
ロット試験により，アプリ使用の効果と有用性を
確認した。その結果，アプリ使用後，PMSの特
徴について「知っている」割合は有意に高くなり，
PMSの身体症状の出現割合と月経痛得点は有意
に低下していた。また， ₇割以上がアプリ使用に
よって PMSの出現時期や程度の把握ができ，
PMSの自己管理に有用で，不快症状への対処方
法が参考になったと回答していた。
　アプリ使用後に PMSの特徴について「知って
いる」割合が有意に高くなった本研究の結果は，
本アプリの使用は PMSに関する知識向上に有効
である可能性を示している。アプリ上に自分の症
状を随時記録し継続的に観察することにより，自
身に現れる症状の程度や出現時期，反復性を確認
することができる。また，本アプリは PMSや月
経随伴症状の特徴，発症原因やメカニズムに関す
る詳細な解説も組み込んでおり，どのコーナから
もリンクし表示できるように設計したため，学習
効果につながったと推測できる。無料のスマート
フォンアプリの効果的利用について調べた先行研
究によると，アプリを利用しているものほど自身
の月経周期を把握しており，約 ₈割が月経記録方
法として今後はアプリを利用してみたいと思って
いた₉）。これらのことから，スマートフォンアプ
リは，月経モニタリングに有効であることが推測

される。特に PMSは月経開始に先行する症状で
あるため，月経周期に伴う症状であるとことを自
覚していない若年女性が多い₁₄）が，アプリを利用
することで月経周期に伴う心身の変化をより把握
できることが期待できる。
　アプリ使用後に，月経痛得点と PMSの身体症
状の出現割合が有意に低下した本研究の結果は，
本アプリの使用は月経関連症状，特に身体症状の
軽減に一定の効果が得られる可能性を示してい
る。月経随伴症状や PMSの症状を記録する行為
自体が認知療法的治療効果を発揮すると考えられ
ている₁₆）。一般向けのモバイルアプリをベースと
した健康増進プログラムの有用性を調べた海外の
システマティックレビューでは，モバイルアプリ
をベースとした介入は食事や身体活動を含むさま
ざまな健康増進行動の改善に向けた効果的戦略で
あることを示した₆）。また，若者を対象にランダ
ム化比較試験を行った先行研究によると，スマー
トフォンアプリを使用して毎日のカロリー摂取量
を記録し，自己モニタリングを行った介入群は対
照群より体重減少と体脂肪減少において高い効果
が得られた₁₇）。本研究でアプリ使用後に月経痛の
軽減や PMSの身体症状の出現割合が有意に低下
し，統計学的に有意ではないが日常生活支障が出
た割合も低下した結果も，アプリを使用して自分
の月経関連症状をモニタリングすることで，症状
緩和に向けたセルフマネジメントを促し，それが
症状緩和につながったと考えられる。実際に，ア
プリ利用後の評価からも「不快症状への対処方法
が参加になった」「PMSの自己管理に有用であっ
た」と回答した割合が ₇割を超えた本研究の結果
は，本アプリは若年女性の PMSのセルフマネジ

図 2 　アプリ使用後の評価（％）（n=59）
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メントを促すツールとして有用である可能性を示
している。また，「使いやすい」「継続して使えそ
う」「他人にも勧めたい」と回答したものが ₇割
を超えていたことからも，本アプリは若年女性が
活用しやすいツールであることがうかがえる。一
方，本研究では，身体症状以外の症状の出現割合
はアプリ使用後に有意な変化が見られない結果が
得られた。特に「集中力が低下する」「疲れやす
くなる」「食欲がます」「いつもより眠りすぎる」
といった症状は，アプリ使用後にも ₄割前後で高
かった。実際，どのようなセルフケアを行ったの
かを調べていないため，結果の解釈は難しいが，
本アプリで紹介したセルフケア方法が精神症状の
ケアには身体症状のケアほど活用できなかった，
または参考にしたが十分な効果が得られなかった
可能性も否定できない。しかし，殆どの項目がア
プリ使用後に出現割合が低下したことから，アプ
リ内容の改善により，精神症状の軽減効果も得ら
えることが期待できる。
　本研究はいくつかの限界がある。まず，本研究
はアプリ運用のパイロット試験であったため，
PMSを有するものに限定せず研究参加に同意し
た女性高校生を対象とした。そのため，PMSの
症状が全くない約 ₃割の対象者は，月経随伴症状
にはアプリを活用したかも知れないが，PMSの
自己管理における有用性は評価できない。また，
アプリを使用していない対照群を設けていないた
め，効果がアプリ使用だけによるものなのかを明
確にすることはできない。さらに，今回はアプリ
システム上に記録されたデータは分析していない
ため，アプリの機能についての評価は難しい。し
かし，本研究の結果から開発したアプリは PMS

マネジメントに有用である可能性が確認できた。
　今後は，PMSを有する若年女性を対象に，対
照群も設定した上で，アプリ機能も含めて評価し，
引き続き改善してく必要がある。

Ⅴ．結論

　本研究は，女子高校生を対象にパイロット試験
を行い，PMSマネジメントアプリの効果と有用
性を確認した。その結果，アプリ使用は PMSに
関する知識向上や月経痛または PMSの身体症状
の軽減に有効であること，PMSの自己管理を促

すツールとして有用である可能性が確認された。
今後は，PMSの精神症状も含めてセルフケアに
活用できるツールとして改善していく必要があ
る。
　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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附　則
この規程は、令和 4 年 8 月 1 日から施行する。
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